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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適
用指針第８号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 43,833 44,668 55,144 73,619 82,593

経常利益 (百万円) 229 837 1,579 9,371 9,368

当期純利益又は当期純損
失（△）

(百万円) 1,243 △1,173 1,706 3,789 5,740

純資産額 (百万円) 14,377 13,273 15,172 20,193 27,378

総資産額 (百万円) 63,638 67,575 72,228 80,528 89,854

１株当たり純資産額 (円) 289.15 269.39 309.63 411.27 523.28

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

(円) 24.74 △23.81 34.67 76.24 116.82

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.59 19.64 21.01 25.08 28.65

自己資本利益率 (％) 8.94 △8.49 12.00 21.43 24.99

株価収益率 (倍) 4.54 ― 9.29 16.95 11.71

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,374 3,435 4,290 8,698 7,771

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △633 △1,945 △1,569 △3,204 △2,183

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,304 △3,320 △1,065 △5,221 △3,732

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 5,050 3,201 4,841 5,151 7,044

従業員数 (人) 1,447 1,399 1,447 1,526 1,626

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 38,142 37,676 49,309 66,345 74,330

経常利益 (百万円) 152 394 984 8,125 7,833

当期純利益又は当期純損
失（△）

(百万円) 86 △1,489 532 2,525 4,498

資本金 (百万円) 6,014 6,014 6,014 6,014 6,014

発行済株式総数 (千株) 50,571 50,571 50,571 50,571 50,571

純資産額 (百万円) 17,730 15,919 16,434 19,817 23,819

総資産額 (百万円) 57,773 63,828 66,854 73,799 82,391

１株当たり純資産額 (円) 354.43 321.26 333.47 402.47 484.10

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円) ―

(―)

―

(―)

1.00

(―)

3.00

(―)

5.00

(―)

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

(円) 1.71 △29.93 10.78 50.63 91.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.69 24.94 24.58 26.85 28.91

自己資本利益率 (％) 0.48 △8.85 3.29 13.93 20.62

株価収益率 (倍) 65.61 ― 29.87 25.52 14.97

配当性向 (％) ― ― 9.3 5.8 5.5

従業員数 (人) 573 569 590 634 674



２ 【沿革】 

昭和19年２月呉羽紡績株式会社(現・東洋紡績株式会社)が航空機製造会社として呉羽航空機株式会社を

設立しました。更に昭和20年11月呉羽航空機株式会社は商号を呉羽工業株式会社と改称し、繊維機械の生

産を開始しました。 

昭和24年12月呉羽工業株式会社の閉鎖にともない、その一部の福野工場が主体となり、昭和25年７月福

野鋼板工業株式会社を設立し板金部品製造を開始しました。この福野鋼板工業株式会社は呉羽工業株式会

社の系列下にあった中越興業株式会社(昭和20年７月設立)を商号変更したものであります。 

  

昭和20年７月 中越興業株式会社設立。

昭和25年７月 商号を福野鋼板工業株式会社に改称。

昭和26年８月 商号を富山機械工業株式会社に改称。

昭和34年９月 東芝機械株式会社と技術提携を結びトランスファーマシンの生産に入る。

昭和38年７月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場。(平成15年11月 上場廃止)

昭和38年10月 タレット型マシニングセンタを開発し、生産に入る。

昭和38年11月 商号を株式会社トヤマキカイに改称。

昭和45年10月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和47年12月 大進産業株式会社を設立。(現・連結子会社 株式会社ディエスケイ)

昭和50年３月 株式会社ロゼフを設立。(現・連結子会社 株式会社ロゼフテクノロジー)

昭和55年２月 大洋エンジニアリング株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和56年11月 レーザ加工機の生産に入る。

昭和59年９月 

 

アメリカに現地販売会社としてTOYAMA AMERICA CORPORATIONを設立。(現・連結子会

社 NTC AMERICA CORPORATION)

昭和59年10月 日平産業株式会社と合併し、商号を株式会社日平トヤマに改称。

昭和59年12月 富山県東砺波郡福野町（現・富山県南砺市）より東京都港区へ本店を移転。

昭和61年２月 富山地区に組立工場(ＦＫ２)新設。

昭和62年２月 トヤマ機工株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和63年３月 

 

横浜地区未利用地の再開発のため株式会社エヌ・ティ・シー開発を設立。(現・連結

子会社)

昭和63年10月 株式会社エヌ・ティ・インフォメーションシステムを設立。(現・連結子会社)

平成４年10月 

 

ドイツに現地販売子会社としてNIPPEI TOYAMA EUROPE GmbHを設立。(現・連結子会

社)

平成５年７月 東京都港区より東京都品川区へ本店を移転。

平成６年８月 神奈川県高座郡寒川町に湘南工場を新設。

平成６年10月 富山地区に組立工場(ＦＫ３)新設。

平成７年12月 横浜地区開発のため横浜工場を閉鎖。

平成７年12月 横須賀市に技術センター新設。

平成７年12月

  ｜ 富山地区に組立工場(ＦＫ４～ＦＫ６)新設。

平成９年９月

平成８年４月 

 

中国に地元企業の大連渤海機床廠と合弁にて大連渤海日平機床有限公司を設立。

(現・連結子会社 億達日平機床有限公司)

平成８年７月 横須賀市に技術センター増設。

平成10年６月 富山地区に設計棟(ＦＫ７)新設。

平成15年10月 

 

中国に現地販売会社として日平富山国際貿易(上海)有限公司を設立。(現・連結子会

社)

平成16年２月 

 

タイに現地販売会社としてNIPPEI TOYAMA(THAILAND)CO.,LTDを設立。(現・連結子会

社)

平成16年10月 富山地区に組立工場（ＦＫ８）新設及び設計棟（ＦＫ７）増設。

平成17年７月 富山地区に組立工場（ＦＫ１０）新設。

平成18年９月 富山地区に組立工場（ＦＫ１０）増設。



３ 【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社は、当社、子会社12社及び関連会社２社並びにその他の関係会社１社で構成さ

れ、工作機械、産業機械の製造販売及び不動産の販売等を主な内容とし、更に各事業に関連する販売、物

流及びその他サービス等の事業活動を展開しております。各事業における当社及び当社の関係会社の位置

付け等は次のとおりであります。 

なお、次の４部門は「第５ 経理の状況 １ (1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメ

ント情報の区分と同一であります。 

  

 
  

工作機械 
関連事業

…… 当該事業においてはトランスファーマシン、マシニングセンタ、研削盤等を当社が

製造販売しており、一部は子会社NIPPEI TOYAMA EUROPE GmbH他３社が仕入れて販売し

ております。 

 各種機械の部品、装置は子会社㈱ロゼフテクノロジー他３社から仕入れておりま

す。更に、部品加工や組立の一部の作業工程等については子会社トヤマ機工㈱他１社

に下請させております。

産業機械 
関連事業

…… 当該事業においてはレーザ加工機、ワイヤソー等を当社が製造販売するほか、食品

関係の産業機械を関連会社㈱ファブリカトヤマが製造販売しており、一部は子会社NTC

AMERICA CORPORATION他３社を通じて販売しております。 

 各種機械の部品加工や組立の一部の作業工程については子会社大洋エンジニアリン

グ㈱他１社に下請させております。 

 また、その他の関係会社㈱小松製作所は建設・鉱山機械、産業機械等に係わる事業

を行っております。

不動産 
関連事業

…… 当社及び子会社㈱エヌ・ティ・シー開発は不動産を販売しております。また、当社

は同社より不動産の一部を仕入れて販売しております。

その他の 
事業

…… 当該事業に携わる会社は２社であり、当社グループの製品等の輸送については、子

会社㈱ディエスケイが行っており、コンピュータシステム開発・販売は、子会社㈱エ

ヌ・ティ・インフォメーションシステムが行っております。



 



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱ディエスケイ 富山県南砺市 20

輸送管理手配業
務、保険代理業
他サービス業務 
(その他)

100.0
当社製品の輸送業務を委託
している。 
役員の兼任……有

㈱ロゼフテクノロジー 富山県南砺市 100

電気制御、電子
制御装置及び電
子計測器に関す
る設計、製作 
(工作機械関連)

100.0
電子制御装置等を当社へ販
売している。 
役員の兼任……有

㈱アドコールファーイースト 東京都品川区 25
円筒座標測定装
置等の販売 
(工作機械関連)

51.0
測定装置等を当社へ販売し
ている。 
役員の兼任……有

トヤマ機工㈱ 富山県南砺市 10
各種機械の部品
加工並びに修理 
(工作機械関連)

100.0
当社の各種機械の部品加工
を委託している。 
役員の兼任……有

㈱エヌ・ティ・インフォメーシ
ョンシステム

東京都品川区 30

コンピュータに
よる情報処理、
管理及び運営並
びにシステム開
発・販売 
(その他)

100.0
コンピュータシステム開発
を委託している。 
役員の兼任……有

㈱エヌ・ティーシー開発 神奈川県横須賀市 100

不動産販売、賃
貸仲介等の受託
管理業務 
(不動産関連)

70.0
不動産開発業務を委託して
いる。 
役員の兼任……有

大洋エンジニアリング㈱ 富山県高岡市 30
産業機械等の設
計、製造 
(産業機械関連)

100.0
当社の各種機械の部品等を
当社へ販売している。 
役員の兼任……有

NTC AMERICA CORPORATION 米国ミシガン州
千米ドル

2,500

工作機械、産業
機械の販売並び
にアフターサー
ビス 
(工作機械関連、
産業機械関連)

100.0

当社の製品の販売とともに
アフターサービスを行って
いる。 
役員の兼任……有

億達日平機床有限公司 
（注２）

中国大連市 2,499

工作機械及びそ
の部品の製造並
びに販売 
(工作機械関連)

58.0
工作機械の部品を当社へ販
売している。 
役員の兼任……有

NIPPEI TOYAMA EUROPE GmbH
独国ノルストライン＝
ヴェストファーレン州

千ユーロ
102

工作機械、産業
機械の販売並び
にアフターサー
ビス 
(工作機械関連)

100.0

当社の製品の販売とともに
アフターサービスを行って
いる。 
役員の兼任……有

日平富山国際貿易(上海)有限公
司

中国上海市
千米ドル

1,650

工作機械、産業
機械の販売並び
にアフターサー
ビス 
(工作機械関連、
産業機械関連)

100.0

当社の製品の販売とともに
アフターサービスを行って
いる。 
役員の兼任……有

NIPPEI TOYAMA (THAILAND)  
CO.,LTD (注３)

タイ国バンプリー郡
千バーツ

2,000

工作機械、産業
機械の販売並び
にアフターサー
ビス 
(工作機械関連、
産業機械関連)

49.0

当社の製品の販売とともに
アフターサービスを行って
いる。 
役員の兼任……有



 
(注) １ 主要な事業の内容欄の( )内は、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

４ 有価証券報告書の提出会社であります。 

５ 連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の割合が10％を超えている会社がないた

め、主要な損益情報等の記載は省略しております。 

    

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％)

関係内容

(持分法適用関連会社)

㈱ファブリカトヤマ (注４) 大阪府大阪市中央区 614
産業機械、繊維
の製造、販売 
(産業機械関連)

35.5
経営情報の交換等を行って
いる。 
役員の兼任……有

㈱北陸油研 石川県金沢市 30
油 圧 製 品 の 設
計、製作、販売 
(工作機械関連)

23.3
油圧製品を当社へ販売して
いる。 
役員の兼任……無

(その他の関係会社)

㈱小松製作所 (注４) 東京都港区 70,120
建設・鉱山機械
の製造、販売 
(産業機械関連)

   (30.6)
工作機械、板金、鍛圧機械
の分野で提携している。 
役員の兼任……無



５ 【従業員の状況】 

 (1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数を記載しております。 

  

 (2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数を記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

 (3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、主に産業別労働組合ジェイエイエムに加盟しており、グループ内の組合

員数は1,036人であります。 

なお、労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

工作機械関連事業 1,229

産業機械関連事業 211

不動産関連事業 1

その他の事業 156

全社(共通) 29

合計 1,626

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

674 39.7 16.9 4,910,916



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における国内経済は、原油を始めとする原材料価格の高騰等懸念される状況にありまし

たが、企業収益の改善による設備投資の増加や堅調な輸出に支えられ、穏やかな拡大を続けました。 

海外ではインド、中国を中心にアジア諸国が高い経済成長を維持する一方、米国経済は一部に危惧され

る状況はあるものの概ね底堅く推移し、欧州経済は景気の回復が続きました。 

工作機械業界におきましても、好調な企業業績を背景とした国内外の活発な設備投資に支えられ、順調

に推移しました。 

このような経済環境のもと、当社グループは、品質重視、販売ネットワークの構築、サービス拠点の拡

充、開発のスピードアップ、物流改革、５Ｓ運動の一層の推進等により、販売拡大と生産効率の向上に努

めてまいりました。 

また、平成18年12月には建設機械大手の㈱小松製作所が当社株式の29.3％を取得し、工作機械、板金・

鍛圧機械の分野での提携関係を構築しました。これによるシナジー効果が既に現れはじめており、今後拡

大するものと期待しております。 

これらの結果、当連結会計年度の受注高は88,566百万円で、前連結会計年度に比べ9.3％の増加となりま

した。また、売上高は82,593百万円で、前連結会計年度に比べ12.2％の増加となりました。収益面では、

営業利益は9,975百万円、経常利益は9,368百万円で、前連結会計年度とほぼ同額となりましたが、当期純

利益は、特別損失に減損損失を計上した前連結会計年度に比べ51.5％増の5,740百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①工作機械関連事業 

工作機械関連事業は、主力製品であるトランスファーマシン、マシニングセンタ、専用研削盤が、自動

車業界を中心とするユーザーの高水準の設備投資により、前連結会計年度に引き続き好調に推移しまし

た。受注高は63,074百万円で前連結会計年度に比べ1.3％、売上高は61,857百万円で前連結会計年度に比

べ9.8％それぞれ増加しました。 

収益面では、継続的な物流改革や生産工法の改善、日程管理の強化、見える化等の改革に努めました

が、専用仕様による開発要素が高いプロジェクト等により、営業利益は前連結会計年度に比べ10.7％減の

8,875百万円となりました。 

  

②産業機械関連事業 

産業機械関連事業は、レーザ加工機は国内外ユーザーへの積極的な販売活動に努め、また、ワイヤソー

は国内及び中国でＩＣ、太陽電池業界の高水準の設備需要に支えられ、好調に推移し、受注高は22,765百

万円で前連結会計年度に比べ38.2％、売上高は18,165百万円で前連結会計年度に比べ21.9％それぞれ増加

しました。 

収益面では、ワイヤソーの大幅な増収があり、営業利益は前連結会計年度に比べ39.6％増の2,129百万円

となりました。 

  



③不動産関連事業 

不動産関連事業は、横浜地区の分譲マンションの販売等により、売上高は1,670百万円、営業利益は99百

万円となりました。 

  

④その他の事業 

その他の事業は、売上高は前連結会計年度に比べ14.3％減の900百万円、営業利益は前連結会計年度に比

べ12.9％増の37百万円となりました。 

  

なお、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の売上高及び

資産の金額の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメントの業績の記載は省略しておりま

す。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、投資活動によるキャッシュ・

フローが2,183百万円減少し、さらに財務活動によるキャッシュ・フローが3,732百万円減少しましたが、

営業活動によるキャッシュ・フローが、7,771百万円増加したため、前連結会計年度に比べ1,893百万円

（36.8％）増加し、当連結会計年度末残高は7,044百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における営業活動による7,771百万円の資金の増加（前連結会計年度は、8,698百万円の

増加）は、生産高及び売上高の増加に伴う売上債権（3,953百万円）及びたな卸資産（2,093百万円）の増

加による減少がありましたが、税金等調整前当期純利益（9,776百万円）と仕入債務の大幅な増加（7,180

百万円）等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における投資活動による2,183百万円の資金の減少（前連結会計年度は3,204百万円の減

少）は、主に固定資産の取得による支出（2,207百万円）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における財務活動による3,732百万円の資金の減少（前連結会計年度は5,221百万円の減

少）は、主に長期借入金の返済による支出(7,832百万円)と長期借入れによる収入(4,004百万円)との差額

によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前期比(％)

工作機械関連事業 63,300 4.5

産業機械関連事業 19,599 33.0

合計 82,900 10.1

区分 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

工作機械関連事業 63,074 1.3 49,476 2.5

産業機械関連事業 22,765 38.2 10,363 79.8

不動産関連事業 1,670 28.3 － －

その他の事業 1,055 7.2 164 1,819.8

合計 88,566 9.3 60,004 11.1

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前期比(％)

工作機械関連事業 61,857 9.8

産業機械関連事業 18,165 21.9

不動産関連事業 1,670 28.3

その他の事業 900 △14.3

合計 82,593 12.2

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

豊田通商㈱ 22,304 30.3 12,443 15.1



３ 【対処すべき課題】 

中長期的課題として自動車業界及び半導体業界の設備投資に依存している当社グループは、工作機械・

産業機械の事業領域において得意な分野で１位を目指し、要素技術に磨きをかけ、顧客の信頼に応えつ

つ、生産ラインを一括して受注できるシステムサプライヤーを目指しております。  

その施策として、経営改革の加速をキャッチフレーズに一層の物流改革の促進、日程管理の徹底、見え

る化運動や５Ｓ運動の推進等の改善、改革に取り組み、生産効率及び経営効率の向上を図り、安定収益の

構築と財務体質の改善・強化にグループ全体で取り組んでまいります。  

また、お客様をはじめ株主、取引先そして地域等も含めた顧客満足度の向上を目的に、コンプライアン

ス、環境保全及び効率的で健全な事業運営を行うよう取り組んでまいります。 

なお、平成18年12月に㈱小松製作所が東洋紡績㈱、丸紅㈱及び㈱ファブリカトヤマから当社株式を取得

し、主要株主となりました。保有割合は29.3％となっております。㈱小松製作所と当社は工作機械、板

金・鍛圧機械の分野での提携関係を構築し、シナジー効果を発揮できるよう各分野で関係強化に努めてお

ります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもの

であります。  

  

(1) 経済状況 

当社グループの売上高のうち、工作機械関連事業は、自動車関連の設備投資需要状況の影響を受けま

す。また、産業機械関連事業のワイヤソーは、半導体関連の設備投資需要状況の影響を受けます。  

従いまして、日本、北米、アジア、欧州等の自動車関連市場及び半導体関連市場における景気後退及

びそれに伴う需要の縮小は、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(2) 販売価格の下落等 

当社グループは、各種製品を国内外の様々な市場で販売しておりますが、その製品の多くは他社製品

と競合しております。このため、競合他社製品の値下げ等により、当社グループ製品の販売価格下落や

販売量の減少が生じる場合があり、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があ

ります。  

  



(3) 重要な取引先の業績悪化、事業撤退等 

当社グループは、各種製品を国内外の様々な市場で販売しておりますが、一部の製品については、主

として大手自動車メーカー等の特定の取引先に販売しております。このため、そのような取引先におい

て業績の悪化や当該製品に関係する事業の撤退、生産調整あるいは大幅な値下げ要求等が生じた場合に

は、当社グループの売上減少が生じます。また、当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、過去の貸倒実績率等に基づき貸倒引当金を計上しております。個別に与信管理をしながら対応策を

とっておりますが、景気後退等により国内外の重要な取引先が経営危機や破綻した場合には、貸倒引当

金を大幅に超える貸倒損失が発生します。これらの場合には、当社グループの業績及び財政状態に重要

な影響を及ぼす可能性があります。  

  

(4) 製品の欠陥等  

当社グループは、「ＰＬ」「危機管理・環境」の各委員会や「ＩＳＯ９００１」の活動等により、製

品の欠陥等の発生リスクを未然に防止しながら、所定の品質管理基準に従って各種製品を生産しており

ます。また、製造物責任賠償については保険に加入しております。しかしながら、全ての製品に欠陥が

なく、将来的に不良品が発生しないという保証はなく、また、 終的に負担する賠償額を保険でカバー

できるとも限りません。このため、製品納入後に発生する保証費用の支出に備えるため、製品保証引当

金を計上しております。しかし、製品保証引当金を大幅に超える多額の保証費用の負担が発生した場合

には、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 部品等の当社グループ外供給元への依存 

当社グループは重要部品を自社で製造するよう努めている一方で、海外を含む複数の当社グループ外

供給元に依存しております。  

需要が多い期間は、部品等の供給元がコスト、納期等予定通り供給できない可能性があり、また、供

給元の業績不振等から十分な供給を受けられない場合があります。重要部品が不足すると原価高、納期

遅延、品質管理等の問題が発生し、当社グループの業績や財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がある

とともに、客先との関係の悪化を引き起こす危険性があります。  

また、市況の変動による原材料価格の高騰についても当社グループの業績や財政状況に重要な影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(6) 知的財産 

当社グループは、工作機械関連事業及び産業機械関連事業における機械加工の高速・高精度化、シス

テム化、ネットワーク化、省エネルギー化等、強い競争力を持つ製品の事業領域で規模の積極拡大を図

っております。このため、当社グループでは、他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積し、その

保護に努めておりますが、特定の地域ではそれらの保護が十分ではなく、第三者による類似製品の生産

販売を防止できない可能性があり、また、他社が当社グループの特許や企業秘密を模倣することを防止

できない可能性もあります。さらに、当社グループでは、他社の知的財産権に配慮しながら製品や技術

の開発を行っておりますが、これらの開発成果が他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性もあ

ります。このように、当社グループの知的財産権が侵害され、あるいは当社グループが他社の知的財産

権を侵害しているとされた場合には、当社グループの売上減少や損害賠償の支払いが生じる等、当社グ

ループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  



(7) 新製品や新技術の開発 

当社グループは、強い競争力を持つ製品の事業領域に研究開発投資を集中し、新製品及び新技術の開

発、高速・高精度化の開発に取り組んでおります。しかしながら、研究開発活動はその性格から、成果

の発生が不確実なものであるため、競争力のある新製品や新技術を十分に開発できない可能性もありま

す。そのような場合には、当社グループの将来の成長と収益性を低下させる等、当社グループの業績及

び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 為替レートの変動 

当社グループの海外取引の多くは、円建取引を基本にしているため受注後は為替レートの変動による

直接の影響は受けません。しかしながら、引合時の販売地域における通貨価値の大幅な変動は、海外競

合他社に比べ、当社グループの利益率と価格競争力を低下させ、受注活動等業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

また、外貨建取引については、為替予約取引を行い、米ドル、ユーロ、人民元及び円を含む主要通貨

間の為替レートの短期的な変動による悪影響を 小限に止める努力をしておりますが、中長期的な為替

レートの変動により、計画された調達及び販売活動を確実に実行できない場合があるため、当社グルー

プの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) 金利の変動 

当社グループは、運転資金及び設備投資資金のほとんどを借入金によっているため、総資産に対する

借入金残高の割合が高くなっております。 

近年は低金利の状態が続いていましたが、継続するゆるやかな景気回復や物価上昇等に伴い金利が上

昇傾向にあります。将来の金利変動を含む経営環境の変化等により、当社グループの業績及び財政状態

に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(10) 国際的活動及び海外進出に潜在するリスク 

当社グループの販売活動は日本国内のみならず、米国やヨーロッパ並びに中国、タイ、インド等のア

ジアの発展途上市場や新興市場等世界にわたり幅広く行われております。 

これらの海外市場への事業進出には以下に挙げられるようないくつかのリスクが内在しております。 

①予期しない法律や規制の変更、あるいは解釈の相違  

②不安定な政治または経済要因  

③グローバルに精通する人材の採用と確保の難しさ  

④未整備の技術インフラが、当社グループ製品やサービスに対する顧客の支持を低下させる可能性

⑤潜在的に不利な税影響  

⑥営業活動に伴う係争等  

⑦テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱  

当社グループは、市場の拡大のため海外へ販売拠点等の進出をしていますが、上記の要因により発生

するリスクは当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  



(11) キーパーソンの確保や育成 

当社グループの将来の成長と成功は有能なエンジニアや有能なキーパーソンに大きく依存するため、

技術の高いエンジニアやグローバルに精通する有能なキーパーソンの新たな確保と育成は、当社グルー

プの成功に重要であり、有能なキーパーソンを確保または育成できなかった場合には、当社グループの

将来の成長にとって重要な影響を及ぼす可能性があります。 

一方、 新技術の経験を持つ有能なエンジニアの積極的な採用は、採用コストと人件費を時には大き

く押し上げる可能性があります。また、既存従業員の継続的な再研修はコストの増加を伴いますが、高

水準の技術革新と進歩を維持するために必要となる可能性があります。これらの人材育成とコストの増

加や従業員等の規律違反が生じた場合等、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能

性があります。 

  

(12) 退職給付債務 

当社及び一部の連結子会社の従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提

条件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、ま

たは前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般

的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後、割引率の低下

や運用利回りの悪化は、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当連結会計年度より割引率を2.5％から2.0％に変更しております。 

  

(13) 株価の大幅下落 

当社グループは、市場性のある株式を相当量保有しており、株価が大幅に下落した場合には、その他

有価証券評価差額金の減少や売却時に損失が発生する等、当社グループの業績及び財政状態に重要な影

響を及ぼす可能性があります。 

また、年金資産にも相当量の市場性のある株式が含まれており、株価が大幅に下落した場合には、年

金資産の減少及び退職給付費用（数理計算上の差異の費用処理額）の増加が生じる等、当社グループの

業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(14) 地価の大幅下落 

当社グループは、土地を相当量保有しており、今後、地価が大幅下落した場合には、減損損失の再計

上や売却時に損失が発生する等、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(15) 災害等 

当社グループは、国内外で生産及び販売活動等の企業活動を行っており、災害等について、工場等各

事業所での設備管理を徹底する等、可能な限りその発生を未然に防ぐように努めております。しかしな

がら、大規模な地震、風水害、雪害等の自然災害や火災等が発生した場合には、生産及び販売活動等に

著しい支障が生じる等、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、工作機械関連事業、産業機械関連事業において、研究開発活動を行っております。 

現在、研究開発は、主に当社の各事業部の設計、開発部門及びカスタマーズセンターの標準開発部によ

り推進されております。研究開発人員は全体で約30名（総従業員の約２％）になります。 

当連結会計年度における研究開発費は346百万円であります。 

当連結会計年度における各事業部門別の研究の目的、主要課題、研究課題及び研究開発費は、次のとお

りであります。 

(1) 工作機械関連事業 

工作機械関連事業に関する研究開発は、当社が中心となり下記の研究開発を行っております。 

(イ)高速化、高精度化、小型省スペース、省エネルギーの要求に応える要素技術の研究開発 

(ロ)トランスファーマシン、各種新型専用工作機械の研究開発 

(ハ)次世代円筒研削盤及びカムプロファイル研削盤の研究開発とクランクピン研削盤用制御装置に

関する研究開発 

(ニ)金型関連用の超精密マシニングセンタ及び大型精密加工機の研究開発 

当事業に係る研究開発費は262百万円であります。 

  

(2) 産業機械関連事業 

産業機械関連事業に関する研究開発は、当社が下記の研究開発を行っております。 

(イ)半導体製造装置に関して、ワイヤソーでは高品位大口径ウェハ対応、太陽電池対応のほか新素

材対応の小型ワイヤソーの研究開発、切粉除去装置の研究開発 

(ロ)次世代３次元レーザ加工機の要素技術の研究開発 

当事業に係る研究開発費は84百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。 

当社グループ経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発

債務の開示、並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わ

なければなりません。経営陣は、売上債権及び貸付金並びに投資等の回収不能額、法人税等、退職金等

に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応

じ合理的であると考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では

判断しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数字についての判断の基礎となります。実際の結

果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

売上高は、前連結会計年度に比べ12.2％増の82,593百万円となりました。国内向け売上高は、前連

結会計年度に比べ4.3％減の40,651百万円となりましたが、海外向け売上高は前連結会計年度に比べ

34.6％増の41,942百万円となりました。 

工作機械関連事業は、自動車業界を中心とするユーザーの高水準の設備投資により、前連結会計年

度に比べ9.8％増の61,857百万円の売上高となりました。産業機械関連事業では、レーザ加工機は国

内外ユーザーへの積極的な販売活動に努め、また、ワイヤソーは国内及び中国でＩＣ、太陽電池業界

の高水準の設備需要に支えられ、好調に推移し、前連結会計年度に比べ21.9％増の18,165百万円の売

上高となりました。 

  

②売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ14.1％増の65,820百万円となりました。

売上高に対する売上原価の比率は、前連結会計年度の78.3％に比べ1.4ポイント増加し79.7％となり

ました。この主な要因は、工作機械関連事業での専用仕様による開発要素が高いプロジェクト等によ

り売上原価率が上昇したためであります。 

販売費及び一般管理費は、売上高の増加に伴う販売直接費の増加等の影響で前連結会計年度に比べ

19.9％増の6,798百万円となりました。 

  

③営業利益 

営業利益は、工作機械関連事業での専用仕様による開発要素が高いプロジェクト等による売上原価

率の上昇及び売上高の増加による販売直接費の増加等の影響で前連結会計年度に比べ2.9％減の9,975

百万円となりました。 

工作機械関連事業は、継続的な物流改革や生産工法の改善、日程管理の強化、見える化等の改革に

努めましたが、専用仕様による開発要素が高いプロジェクト等により、前連結会計年度に比べ10.7％

減の8,875百万円となり、産業機械関連事業では、ワイヤソーの大幅な増収があり、前連結会計年度

に比べ39.6％増の2,129百万円となりました。 

  

④営業外収益（費用） 

営業外費用から営業外収益を差し引いた純額は、前連結会計年度に比べ32.7％減の606百万円の費

用となりました。この主な要因は、前連結会計年度の営業外費用において不動産開発に伴う負担金

303百万円を計上したためであります。 

なお、支払利息から受取利息を差し引いた純額は、前連結会計年度に比べ20.0％減の310百万円の

費用となりました。 

  

⑤当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度に比べ51.5％増の5,740百万円となりました。この主な要因は、前

連結会計年度の特別損失において減損会計適用による減損損失1,787百万円を計上したためでありま

す。 

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループを取り巻く事業環境は、自動車産業を中心とした活発な設備投資に支えられているもの

の、競争は依然として厳しい状況が続いております。また、中国、タイ、インド等アジアの経済成長の

先行きに対する不安、原油・素材等原材料価格の高騰の長期化、金利の上昇等先行きに不透明感が懸念

され、これらが収益圧迫等の懸念材料となっております。 

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえ、工作機械関連事業においては、工作機械の

専用機分野において世界的に強固な地位を目指し、また、産業機械関連事業においては、好調に推移し

ている業界においての更なる成長を目指し、ユーザーの更なる信頼性向上を図り、コストダウン、納期

確保、品質向上と国内外のサービス体制の充実等各種施策を実施してまいります。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社グループ製品製造のための材料及び部品の購入

のほか、製造費用、販売費及び一般管理費の営業費用によるものと、借入金支払利息等の営業外費用に

よるものであります。営業費用の主なものは人件費及び販売運送費、研究開発費等であります。 

運転資金につきましては、主として自己資金または短期借入金により資金調達することとしておりま

す。短期借入金の期末残高は11,050百万円（ただし、１年以内返済予定の長期借入金4,563百万円を除

く）で大部分は円による借入金であります。 

これに対して、生産設備等の長期資金は、原則として国内において固定金利の長期借入金で調達して

おります。なお、長期借入金の期末残高は12,785百万円（ただし、１年以内返済予定の長期借入金

4,563百万円を含む）で大部分は円による借入金であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは生産能力の効率向上及び合理化並びに製品の信頼性向上のための設備投資を行ってお

ります。当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベースの数値。金額には消費税等は含まれており

ません。）は2,407百万円を実施しております。 

工作機械関連事業においては、生産能力の効率向上・開発等のための設備投資を1,917百万円実施して

おります。主な設備としては、当社における福野第10工場増設、婦中センター新設及び億達日平機床有限

公司の加工設備並びにNTC AMERICA CORPORATIONの事務所新設が挙げられます。 

産業機械関連事業においては、生産能力の効率向上・開発等のための設備投資を410百万円実施してお

ります。 

不動産関連事業においては、設備投資を実施しておりません。 

その他の事業においては、ソフトウエア等の合理化・情報化等のための設備投資を23百万円実施してお

ります。 

また、所要資金は、自己資金、借入金によっております。 

なお、工作機械関連事業、産業機械関連事業、その他の事業で機械装置を中心とした設備更新のため

195百万円を廃売却しております。また、消去又は全社で横浜地区の土地104百万円を売却しております。

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

  (1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

富山工場 
(富山県南砺市)

工作機械関
連・その他

工作機械生
産設備他

990 896 1,136
(51)

59 3,082 96

福野工場 
(富山県南砺市)

工作機械関
連・産業機
械関連

工作機械及
び産業機械
生産設備

4,099 596 2,318
(129)

223 7,238 428

技術センター 
(神奈川県横須
賀市)(注３)

産業機械関
連・不動産
関連・その
他

産業機械生
産設備・土
地及び建物
賃貸他

1,521 183 6,953
(27)

31 8,691 76

婦中センター 
(富山県富山市)

工作機械関
連・産業機
械関連

その他 
設備

175 4 206
(30)

22 410 ―

湘南工場 
(神奈川県高座
郡寒川町) 
(注４)

不動産関連
土地及び建
物賃貸

668 9 1,256
(13)

― 1,934 ―

NTCとなみビル  
(富山県砺波市) 
(注５)

不動産関連 
・その他

土地及び建
物賃貸他

543 ―
97
(0)
[0]

5 646 ―



  (2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

  (3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は

含まれておりません。 

２ 賃借している土地の面積については、［ ］で外書きしております。 

３ 貸与中の土地1,794百万円(６千㎡)、建物404百万円、機械装置36百万円を含んでおり、その賃貸先は㈱ニコ

ンであります。 

４ 賃貸先は㈱ニコンであります。 

５ 貸与中の土地９百万円(０千㎡)、建物52百万円を含んでおり、その主な賃貸先は高岡健勝苑であります。ま

た、土地を賃借しております。年間賃借料は５百万円であります。 

６ 土地を賃借しております。年間賃借料は24百万円であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、中期経営計画に基づき設備投資等を総合的に勘案して計画してお

ります。しかしながら、当連結会計年度末時点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクトの

計画ごとに決定しておりません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示する方法によって

おります。 

当連結会計年度後の設備投資計画（新設・改修）は2,400百万円であり、重要な設備の新設等の計画は

次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 経常的な設備の除却、売却等を除き、重要な設備の除却、売却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱ロゼフ 
テクノロ
ジー

本社 
(富山県
南砺市)

工作機械
関連

工作機械
生産設備

548 84 ― 18 651 83

㈱ディエ
スケイ

本社 
(富山県
南砺市)

その他
その他 
設備

2 15
97
(4)

7 123 137

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

億達日平
機床有限
公司 
(注６)

本社 
(中国大
連市)

工作機械
関連

工作機械
生産設備

652 895 ―
[50]

142 1,690 461

NTC AMERICA 

CORPORATION

本社 
(米国ミ
シ ガ ン
州)

工作機械
関連・産
業機械関
連

その他 
設備

191 25 54
(7)

47 318 32

会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別 
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了予定

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

当社
富山工場

富山県
南砺市

工作機械関連 加工設備等 800 ―
自己資金
及び借入
金

平成19年
６月

平成20年
12月

当社 
婦中センター

富山県 
富山市

産業機械関連 工場新設等 600 ―
自己資金
及び借入
金

平成19年
６月

平成20年
５月

億達日平機床
有限公司

中国 
大連市

工作機械関連 加工設備等 200 ― 自己資金 平成19年
６月

平成19年
12月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

  

(5)【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 自己株式1,368,250株のうち1,368単元は「個人その他」の欄に、250株は「単元未満株式の状況」の欄に含めて

おります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
事業年度末現在発行数(株) 

(平成19年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成19年６月28日)

上場証券取引所名 
又は登録証券業協会名

内容

普通株式 50,571,501 50,571,501
東京証券取引所
市場第二部

―

計 50,571,501 50,571,501 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日

― 50,571 ― 6,014 △5,000 1,966

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 23 26 94 53 1 2,183 2,380 ―

所有株式数 
(単元)

― 13,967 137 23,210 3,524 5 9,057 49,900 671,501

所有株式数 
の割合(％)

― 27.99 0.27 46.52 7.06 0.01 18.15 100.00 ―



(6)【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の他、提出会社所有の自己株式が1,368千株（2.71％）あります。 

２ 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  3,844千株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社      1,893千株 

  野村信託銀行株式会社            1,061千株 

３ 前事業年度末現在まで主要株主であった東洋紡績株式会社は、当事業年度末現在では主要株主ではなくな

り、株式会社小松製作所が新たに主要株主となっております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂２丁目３－６ 14,835 29.33

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,844 7.60

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 2,715 5.37

東芝機械株式会社 東京都中央区銀座４丁目２－11 2,705 5.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,893 3.74

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 1,742 3.44

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２－26 1,334 2.64

日平トヤマ取引先持株会 富山県南砺市福野100 1,091 2.16

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 1,061 2.10

日平トヤマグループ従業員持株
会

富山県南砺市福野100 950 1.88

計 ― 32,173 63.62



(7)【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式250株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

（8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,368,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,532,000 48,532 ―

単元未満株式 普通株式 671,501 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 50,571,501 ― ―

総株主の議決権 ― 48,532 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社日平トヤマ

東京都品川区南大井 
６丁目26番２号

1,368,000 － 1,368,000 2.71

計 ― 1,368,000 － 1,368,000 2.71



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡し

による株式数は含めておりません。 

  

    【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 37,435 41,747,952

当期間における取得自己株式 3,018 3,530,363

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株の売渡し) 808 157,029 999 206,578

保有自己株式数 1,368,250 ― 1,370,269 ―



３ 【配当政策】 

当社は需給バランスが激変するという設備投資関連事業の特殊性に鑑み、業績変動する中で、経営環

境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案して、自己資本比率の向上等企業体質の強化に備えるための

内部留保額と、株主への利益配分を決定する方針をとっております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 当事業年度の剰余金の配当につきましては、前事業年度に比べ２円増配の１株当たり５円の期末配当と

することに決定いたしました。 

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えをすることとしております。 

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めておりま

す。 

なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1)【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2)【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額 
（円）

平成19年６月28日 
定時株主総会決議

246 5

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 247 312 357 1,482 1,395

低(円) 93 110 194 268 716

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 915 938 1,246 1,348 1,395 1,395

低(円) 716 835 895 1,145 1,211 1,252



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有 
株式数 
(千株)

代表取締役 
社長

工機事業部長 堀 井 弘 之 昭和22年７月11日生

昭和45年３月 当社入社 

注３ 43

平成４年４月 当社レーザ事業部営業部長・製造

部長

平成７年６月 当社理事・レーザ事業部長

平成10年６月 当社取締役・レーザ事業部長

平成12年10月 当社常務取締役・工機事業部長

平成14年６月 当社代表取締役専務取締役・工機

事業部長

平成15年６月 当社代表取締役社長・工機事業部

長（現在）

平成16年２月 億達日平機床有限公司董事長（現

在）

取締役
レーザ事業 

部長
山 下   満 昭和23年８月２日生

昭和45年３月 当社入社

注３ 22

平成９年10月 当社レーザ事業部営業部長

平成12年10月 当社レーザ事業部長

平成13年３月 当社理事・レーザ事業部長

平成14年６月 当社取締役・レーザ事業部長

平成17年６月 当社常務取締役・レーザ事業部長

平成19年６月 当社取締役・レーザ事業部長（現

在）

取締役 管理本部長 野 崎 克 樹 昭和21年１月１日生

昭和44年３月 当社入社

注３ 24

平成２年４月 当社富山工場工場管理部長

平成12年３月 当社理事・資材本部長・富山第一

工場副工場長

平成13年３月 当社理事・管理本部副本部長

平成13年６月 当社取締役・管理本部副本部長

平成13年６月 ㈱ディエスケイ代表取締役社長

（現在）

平成18年６月 当社取締役・管理本部長（現在）

取締役
工機事業部長 

補佐・ 
福野工場長

坂 本 英 昭 昭和26年５月９日生

昭和48年３月 当社入社

注３ 18

平成７年６月 当社レーザ事業部製造部長

平成14年４月 当社理事・富山第一・第二工場生

産管理部長・工機事業部長補佐

平成14年６月 当社取締役・富山第一・第二工場

生産管理部長・工機事業部長補佐

平成15年６月 当社取締役・工機事業部副事業部

長

平成16年６月 大洋エンジニアリング㈱代表取締

役社長（現在）

平成17年３月 当社取締役・工機事業部長補佐・

福野工場長（現在）

取締役
工機事業部長 
補佐・海外 
営業本部長

桃 井 克 志 昭和31年１月８日生

昭和54年４月 当社入社

注３ 10

平成12年６月 当社工機事業部営業部長

平成15年３月 当社理事・工機事業部営業部長

平成15年６月 当社取締役・工機事業部営業総括

平成17年３月 当社取締役・工機事業部長補佐・

営業総括

平成18年１月 当社取締役・工機事業部長補佐・

海外営業本部長（現在）



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有 
株式数 
(千株)

取締役
ＧＲ事業部長 
・カスタマー
ズセンター長

温 井   満 昭和22年５月13日生

昭和45年４月 当社入社

注３ 15

平成11年３月 当社富山工場開発部長

平成17年３月 当社理事・カスタマーズセンター

長

平成17年６月 当社取締役・カスタマーズセンタ

ー長

平成18年４月 当社取締役・ＧＲ事業部長・カス

タマーズセンター長（現在）

取締役 ＳＣ事業部長 宮 田 健 章 昭和33年１月８日生

昭和57年４月 当社入社

注３ 7

平成12年６月 当社新規事業部営業部長

平成15年12月 当社工機事業部半導体ＴＣＳ部長

平成17年３月 当社理事・工機事業部半導体ＴＣ

Ｓ部長

平成17年９月 当社理事・ＳＣ事業部長

平成18年６月 当社取締役・ＳＣ事業部長（現

在）

取締役
管理本部
副本部長

小  澤  淳  宏 昭和22年11月20日生

昭和45年４月 ㈱小松製作所入社

注３ ―

平成８年６月 同社関係会社部長

平成11年２月 同社管理部長

平成16年４月 同社特機事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役・管理本部副本部長

(現在）

取締役
工機事業部
福野工場
副工場長

杉  野  高  広 昭和32年９月30日生

昭和55年４月 当社入社

注３ 6

平成15年６月 当社富山第一工場標準開発部長

平成17年３月 当社工機事業部福野工場副工場長

平成18年３月 当社理事・工機事業部福野工場副

工場長

平成19年６月 当社取締役・工機事業部福野工場

副工場長(現在）

取締役 鈴  木  康  夫 昭和23年１月28日生

昭和45年４月 ㈱小松製作所入社

注３ ―

平成14年４月 同社産機事業本部長

平成14年６月 同社執行役員

平成16年４月 同社常務執行役員

平成16年６月 同社取締役（現在）

平成17年４月 同社経営企画室長（現在）

平成19年４月 同社専務執行役員（現在）

平成19年６月 当社取締役(現在）

取締役 金  谷  修  三 昭和30年６月27日生

昭和52年４月 当社入社

注３ 6

平成13年３月 当社レーザ事業部製造部長

平成15年12月 当社理事

平成16年２月 億達日平機床有限公司董事・総経

理（現在）

平成19年６月 当社取締役(現在）



 
(注) １ 取締役 鈴木康夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 清水章文、香取正康、石黒洋二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役 清水章文、田畑 勲、石黒洋二の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23

年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

５ 監査役 香取正康の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数 

(千株)

監査役 

（常勤）
清 水 章 文 昭和22年８月30日生

昭和47年４月 丸紅㈱入社

注４ 5

平成11年４月 同社生活産業機械部長代理

平成15年４月 丸紅テクノシステム㈱営業統括事

業部長

平成16年６月 当社監査役（現在）

監査役 

（常勤）
田 畑   勲 昭和22年12月15日生

昭和47年３月 当社入社

注４ 3
平成７年２月 当社技術本部技術管理室部長

平成17年３月 当社内部監査室長

平成17年６月 当社監査役（現在）

監査役 香 取 正 康 昭和25年３月25日生

昭和47年４月 日本経営システム㈱入社

注５ ―

昭和53年４月 同社主任研究員

昭和60年５月 ㈱香取マネジメントコンサルティ

ング代表取締役（現在）

平成６年６月 当社監査役（平成11年６月退任）

平成14年６月 当社監査役（現在）

監査役 石  黒  洋  二 昭和16年５月７日生

昭和35年４月 大阪国税局入局

注４ 1

平成５年７月 三国税務署長

平成６年７月 金沢国税局調査査察部調査管理課

長

平成10年７月 金沢税務署長

平成11年８月 石黒洋二税理士事務所所長（現

在）

平成19年６月 当社監査役（現在）

計 160



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「社会の一員として共生・発展す

る企業」を経営方針として、株主・お客様をはじめとする社会からの信頼が経営の基本であること

を掲げ、経営の透明性及び健全性の確保を図り、コンプライアンス重視の経営の充実を目指してお

ります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

当社の経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりであります。 

  

 

  

①会社の機関の内容 

イ．取締役会と業務執行の体制 

取締役会については、平成18年度は取締役の員数を８名とし、原則毎月１回実施しております。

また、取締役のほか業務執行を担当する理事も含めた計22名で構成される経営会議を原則毎月２回

開催し、事業推進上での課題、投融資案件やグループ再編等の重要案件について審議しておりま

す。従来から取締役会はその監督機能が十分発揮できる体制で運営しておりますが、この経営会議

により各取締役が担当部門以外の事項についても具体的な認識を深めることになり、監督機能を一

段と強化する体制を整えております。 

また、重要な設備投資、重要な技術開発案件を審議する企画管理審議会及び技術開発審議会があ

り、それぞれに取締役会へ答申する役割を明確にして運営しております。 

  



ロ．監査役体制 

監査役は取締役会の他、経営会議、企画管理審議会、技術開発審議会、社内各委員会に出席し、

意見を述べることができる体制にしております。 

なお、当社の監査役は３名で内２名が社外監査役で構成されており、取締役の業務執行を監視す

る上で公正性、透明性を確保しております。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

  内部統制の仕組みとしては、取締役会、監査役会等の法令、定款上の機能に加え、取締役による

「業務執行確認書」の監査役会への提出によって取締役の業務執行の妥当性のチェックを行ってお

ります。 

  また、社長直轄の組織として内部監査室を設け、内部監査規程に則した内部監査方針及び内部監

査計画に基づき、監査を実施しております。加えて、内部統制推進室を設け、内部統制を充実させ

健全に機能するシステムの構築を進めております。 

  

③リスク管理体制の整備の状況 

  リスクマネジメントについては、「安全保障輸出管理」、「ＰＬ」、「危機管理・環境」、「安

全衛生」の各委員会の活動と、「危機管理マニュアル」、「稟議規程」、「与信管理規程」等の社

内規程により、各種のリスクに対応できる体制を整備しております。 

  また、新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定

めております。 

  

④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

  内部監査は、内部監査室及び内部監査委員11名をもって、内部監査計画に基づき監査を行ってお

ります。監査役とは適時に会合を開催し、監査結果の報告や意見交換を行い、監査の充実に努めて

おります。 

  監査役監査は、取締役会の他、経営会議等の重要な会議に出席し、意見を述べることができる体

制にしております。また、会計監査人の監査結果の妥当性についても監査を行っております。 

  会計監査は、永昌監査法人を選任しております。監査業務を執行した公認会計士の氏名等及び会

計監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。 

 イ．監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 
  ロ．監査業務に係る補助者の構成 

     公認会計士    ２名 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

 業務執行社員  高 桑 俊 介 

         （継続監査年数 16年） 永昌監査法人

 業務執行社員  玉 井 三千雄



⑤その他 

イ．役員報酬の内容 

  取締役の年間報酬総額  227百万円（内、社外取締役 ０百万円） 

 （使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与含む）55百万円を含む） 

監査役の年間報酬総額  29百万円（内、社外監査役 16百万円） 

なお、期間費用として引当金計上した役員賞与47百万円を含めております。 

ロ．監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

2) 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役はおりません。また、社外監査役２名は、当社との間で監査の独立性に影響を

及ぼすような人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

  

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、永昌監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,661 7,051

 ２ 受取手形及び売掛金 ※4,6 18,997 23,078

 ３ たな卸資産 22,383 24,440

 ４ 繰延税金資産 1,257 1,409

 ５ その他 ※４ 668 1,237

   貸倒引当金 △49 △40

    流動資産合計 48,918 60.7 57,176 63.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※３ 9,213 9,593

  (2) 機械装置及び運搬具 2,598 2,762

  (3) 土地 ※３ 12,420 12,649

  (4) 建設仮勘定 244 147

  (5) その他 353 471

    有形固定資産合計 24,830 30.9 25,625 28.5

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウエア 114 ―

  (2) その他 288 335

    無形固定資産合計 402 0.5 335 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2,5 5,440 4,997

  (2) 長期貸付金 6 6

  (3) 長期前払費用 368 568

  (4) 繰延税金資産 94 92

  (5) その他 486 1,070

    貸倒引当金 △21 △18

    投資その他の資産合計 6,376 7.9 6,716 7.5

    固定資産合計 31,609 39.3 32,677 36.4

    資産合計 80,528 100.0 89,854 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※６ 19,196 26,383

 ２ 短期借入金 ※3,5 15,837 15,613

 ３ 未払法人税等 4,190 2,378

 ４ 繰延税金負債 23 10

 ５ 賞与引当金 209 220

 ６ 役員賞与引当金 ― 47

 ７ 製品保証引当金 934 1,456

 ８ 設備支払手形 ※６ 459 509

 ９ 預り金 ※５ 2,469 ―

 10 その他 4,629 5,975

    流動負債合計 47,950 59.6 52,595 58.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※３ 8,974 8,222

 ２ 繰延税金負債 1,315 1,373

 ３ 退職給付引当金 442 70

 ４ 役員退職慰労引当金 106 187

 ５ 連結調整勘定 1 ―

 ６ 負ののれん ― 1

 ７ その他 55 25

    固定負債合計 10,895 13.5 9,880 11.0

    負債合計 58,846 73.1 62,476 69.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,488 1.8 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※７ 6,014 7.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 7,024 8.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 5,550 6.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,694 2.1 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 177 0.2 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※８ △269 △0.3 ― ―

    資本合計 20,193 25.1 ― ―

    負債、少数株主持分 
    及び資本合計

80,528 100.0 ― ―



  

 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 6,014 6.7

 ２ 資本剰余金 ― ― 7,125 7.9

 ３ 利益剰余金 ― ― 11,131 12.4

 ４ 自己株式 ― ― △280 △0.3

    株主資本合計 ― ― 23,991 26.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,417 1.6

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 38 0.1

 ３ 為替換算調整勘定 ― ― 299 0.3

    評価・換算差額等合計 ― ― 1,755 2.0

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 1,631 1.8

    純資産合計 ― ― 27,378 30.5

    負債純資産合計 ― ― 89,854 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 73,619 100.0 82,593 100.0

Ⅱ 売上原価 57,676 78.3 65,820 79.7

   売上総利益 15,943 21.7 16,773 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,5 5,670 7.7 6,798 8.2

   営業利益 10,272 14.0 9,975 12.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 14 24

 ２ 受取配当金 26 32

 ３ 受取賃貸料 ― 26

 ４ 為替差益 93 ―

 ５ その他 51 185 0.2 41 125 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 402 335

 ２ 持分法による投資損失 32 149

 ３ 不動産開発に伴う負担金 303 ―

 ４ その他 347 1,086 1.5 246 731 0.9

   経常利益 9,371 12.7 9,368 11.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 452 533

 ２ 投資有価証券売却益 0 18

 ３ 企業立地助成金 118 10

 ４ その他 2 573 0.8 13 576 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産廃却損 ※３ 196 66

 ２ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

82 49

 ３ 電話加入権評価損 － 19

 ４ 固定資産売却損 ※４ 0 15

 ５ 役員退職慰労金 31 15

 ６ 減損損失 ※７ 1,787 ―

 ７ その他 145 2,243 3.0 1 168 0.2

   税金等調整前当期純利益 7,702 10.5 9,776 11.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,354 3,731

   法人税等調整額 ※６ △603 3,750 5.1 80 3,811 4.6

   少数株主利益 161 0.2 223 0.3

   当期純利益 3,789 5.2 5,740 6.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,966

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 58 58

Ⅲ 資本剰余金期末残高 7,024

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,843

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 3,789 3,789

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 49

 ２ 役員賞与 5

    (うち監査役賞与） (―)

 ３ 在外連結子会社における 
   従業員奨励福利基金

27 82

Ⅳ 利益剰余金期末残高 5,550



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,014 7,024 5,550 △269 18,320

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △147 △147

 役員賞与（注） △38 △38

 在外子会社における 
 従業員奨励福利基金

△32 △32

 当期純利益 5,740 5,740

 自己株式の取得 △41 △41

 自己株式の処分 100 29 130

 持分法の適用範囲の変動 59 59

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 100 5,581 △11 5,670

平成19年３月31日残高(百万円) 6,014 7,125 11,131 △280 23,991

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,694 ― 177 1,872 1,488 21,681

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △147

 役員賞与（注） △38

 在外子会社における 
 従業員奨励福利基金

△32

 当期純利益 5,740

 自己株式の取得 △41

 自己株式の処分 130

 持分法の適用範囲の変動 59

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△276 38 121 △116 142 25

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△276 38 121 △116 142 5,696

平成19年３月31日残高(百万円) 1,417 38 299 1,755 1,631 27,378



次へ 

⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 7,702 9,776
   減価償却費 1,462 1,530
   長期前払費用の償却額 7 9
   連結調整勘定の償却額 △1 ―
   負ののれん償却額 ― △0
   持分法による投資損益(益：△) 32 149
   減損損失 1,787 ―
   固定資産廃却損等 506 93
   固定資産売却損益(益：△) △25 △18
   固定資産評価損益(益：△) ― 19
   投資有価証券の売却損益(益：△) 0 △18
   投資有価証券の評価損益(益：△) △4 △1
   その他の投資の評価損益(益：△) 16 ―
   貸倒引当金の増減額(減少：△) 50 △12
   退職給付引当金の増減額(減少：△) △357 △371
   役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) 106 80
   賞与引当金の増減額(減少：△) 48 10
   役員賞与引当金の増減額(減少：△) ― 47
   製品保証引当金の増減額(減少：△) 704 522
   受取利息及び受取配当金 △40 △57
   支払利息 402 335
   売上債権の増減額(増加：△) △2,266 △3,953
   たな卸資産の増減額(増加：△) △2,993 △2,093
   仕入債務の増減額(減少：△) 1,712 7,180
   役員賞与の支払額 △7 △38
   その他 962 380
     小計 9,805 13,570
   利息及び配当金の受取額 45 75
   利息の支払額 △409 △344
   法人税等の支払額 △743 △5,529
  営業活動によるキャッシュ・フロー 8,698 7,771
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期預金の増減額（増加：△） △500 503
   投資有価証券の取得による支出 △280 △1
   投資有価証券の売却による収入 96 22
   有形、無形固定資産の取得による支出 △2,617 △2,207
   有形、無形固定資産の売却による収入 193 122
   有形、無形固定資産の廃却による支出 △37 △25
   長期前払費用の取得による支出 △37 △12
   貸付金の回収による収入 1 0
   その他の投資の増減額(減少：△) △22 △584
  投資活動によるキャッシュ・フロー △3,204 △2,183
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の純増減額(減少：△) △5,997 2,852
   長期借入れによる収入 10,004 4,004
   長期借入金の返済による支出 △9,702 △7,832
   預り金の増減額(減少：△) 556 △2,445
   自己株式の増減額(減少：△) △33 △40
   少数株主への配当金の支払額 ― △122
   配当金の支払額 △49 △147
  財務活動によるキャッシュ・フロー △5,221 △3,732
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 38 37
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 309 1,893
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,841 5,151
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,151 7,044



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 12社

 連結子会社は、「第１ 企業の概

況 ４ 関係会社の状況」に記載し

ているため、省略いたしました。

(イ)連結子会社の数 12社

 同 左

(ロ)非連結子会社の名称等 

  非連結子会社はありません。

(ロ)非連結子会社の名称等 

  同 左

２ 持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の非連結子会社はあり

ません。

(イ)同 左

(ロ)持分法適用の関連会社数 ３社

 持分法適用の関連会社の名称 

㈱ファブリカトヤマ 

ADCOLE CORPORATION 

㈱北陸油研 

 なお、㈱ユナイティッド マニュ

ファクチャリング ソリューション

ズは、当連結会計年度に解散したた

め、除外しております。

(ロ)持分法適用の関連会社数 ２社

 持分法適用の関連会社の名称 

㈱ファブリカトヤマ 

㈱北陸油研 

 なお、ADCOLE CORPORATIONは、当

連結会計年度に関連会社の要件を満

たさなくなったため、除外しており

ます。

(ハ)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社はありません。

(ハ)同 左

(ニ)持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

(ニ)同 左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

NTC AMERICA CORPORATION 12月31日

億達日平機床有限公司 12月31日

NIPPEI TOYAMA EUROPE GmbH 12月31日

日平富山国際貿易(上海)有限公司 12月31日

NIPPEI TOYAMA (THAILAND)

CO.,LTD
12月31日

連結子会社の決算日現在の財務諸表

を使用しております。なお、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。

 同 左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

…連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。)

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

…連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。)

   時価のないもの

…移動平均法による原価法

   時価のないもの

    同 左

 ②デリバティブ

   …時価法

 ②デリバティブ

    同 左

 ③たな卸資産

  材料

…主として移動平均法による原

価法

 ③たな卸資産

  材料

    同 左

  製品・仕掛品

…主として個別法による原価法

  製品・仕掛品

    同 左

  不動産事業支出金

…個別法による原価法

  不動産事業支出金

    同 左

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ①有形固定資産

  当社及び国内連結子会社は主とし

て定率法(ただし、不動産賃貸事業

に係る建物及び構築物並びに平成10

年４月１日以降取得した建物(附属

設備を除く)は定額法)を採用し、在

外連結子会社は主として定額法を採

用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物及び構築物   ２年～60年

  機械装置及び運搬具 ２年～17年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ①有形固定資産

    同 左

 ②無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

  また、販売目的のものは見込販売

数量に基づく償却額と残存有効期間

に基づく均等配分額とを比較し、い

ずれか大きい金額を計上しておりま

す。なお、当連結会計年度における

残存有効期間は３年としておりま

す。

 ②無形固定資産

    同 左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

    同 左

 ②賞与引当金

 従業員賞与の支出に充てるため、

支給見込額基準により計上しており

ます。

 なお、賞与支給額が確定している

額については、流動負債の「その

他」に計上しております。

 ②賞与引当金

    同 左

――――――――

 
 ③役員賞与引当金

 役員賞与の支出に充てるため、支

給見込額基準により計上しておりま

す。 

 なお、役員賞与支給額が確定して

いる額については、流動負債の「そ

の他」に計上しております。

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が79百万円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

③製品保証引当金 

 製品納入後に発生する保証費用の

支出に備えるため、過去の実績に基

づく見込額を計上しております。

④製品保証引当金 

   同 左

 ④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時に全

額費用処理をしております。

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(13

年)による定率法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。

 なお、一部の連結子会社は、確定

拠出年金制度を適用しております。

 ⑤退職給付引当金

    同 左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ⑤役員退職慰労引当金

 当社は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

（会計方針の変更）

 役員退職慰労引当金については、

従来、支出時の費用として処理して

おりましたが、当連結会計年度にお

いて「役員退職慰労金内規」を改訂

し、内規に基づく期末要支給額を計

上することとしました。当期末引当

残高106百万円のうち当期発生額24

百万円は販売費及び一般管理費に計

上し、過年度分82百万円は特別損失

に計上しております。これにより営

業利益及び経常利益は24百万円、税

金等調整前当期純利益は106百万円

それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。 

 また、当該会計処理の変更が当下

半期に行われたのは、「役員退職慰

労金内規」の整備改訂を進めてきた

結果、平成18年３月24日開催の取締

役会で合意が得られたことによりま

す。 

 従って、当中間連結会計期間は従

来の方法によっており、変更後の方

法によった場合に比べ、当中間連結

会計期間の営業利益及び経常利益は

11百万円、税金等調整前中間純利益

は93百万円多く計上されておりま

す。

 ⑥役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(ニ)重要なリース取引の処理方法

 当社及び国内連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、在外連結子会社

については、主として通常の売買取

引に準じた会計処理によっておりま

す。

(ニ)重要なリース取引の処理方法

   同 左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ホ)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法

 原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については

振当処理に、特例処理の要件を満た

している金利スワップについては特

例処理によっております。

(ホ)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法

 原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については

振当処理によっております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

ａ ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建売上債権、 

外貨建買入債務及 

び外貨建予定取引

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

 ヘッジ手段…為替予約

 ヘッジ対象…外貨建予定取引

 ③ヘッジ方針

 財務活動に係る為替リスク及び金

利リスクをヘッジする目的に限定

し、デリバティブ取引を行っており

ます。なお、デリバティブ取引の相

手先は、格付けの高い金融機関に限

定しております。

 ③ヘッジ方針

 財務活動に係る為替リスクをヘッ

ジする目的に限定し、デリバティブ

取引を行っております。なお、デリ

バティブ取引の相手先は、格付けの

高い金融機関に限定しております。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省

略しております。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手

段の相場変動を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

①不動産開発事業に係る借入金の支

払利息の資産原価への算入処理

 不動産開発事業に係る借入金の支

払利息については、当該借入金が不

動産開発事業に要する資金の借入金

であり、その金額も多額(借入総額

は約400億円(当初は300億円)の見

込)で、かつ、開発の着手から完了

までの期間が長期(平成３年７月か

ら概ね15年(当初は５年)の予定)に

わたるため、開発の完了までの期間

に発生する支払利息を期間費用とは

せず、資産の取得原価に算入してお

ります。

 なお、当連結会計年度において資

産の取得原価に算入した支払利息の

額は40百万円であり、また、当連結

会計年度までの支払利息の累計額は

4,115百万円(期末残高は360百万円)

であります。

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

①不動産開発事業に係る借入金の支

払利息の資産原価への算入処理

 不動産開発事業に係る借入金の支

払利息については、当該借入金が不

動産開発事業に要する資金の借入金

であり、その金額も多額(借入総額

は約400億円(当初は300億円)の見

込)で、かつ、開発の着手から完了

までの期間が長期(平成３年７月か

ら概ね15年(当初は５年)の予定)に

わたるため、開発の完了までの期間

に発生する支払利息を期間費用とは

せず、資産の取得原価に算入してお

ります。

 なお、当連結会計年度において資

産の取得原価に算入した支払利息の

額は11百万円であり、また、当連結

会計年度までの支払利息の累計額は

4,126百万円(期末残高は77百万円)

であります。

 ②消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

 ②消費税等の会計処理 

   同 左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

   同 左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。な

お、金額が僅少な場合は発生時に全額

償却しております。

――――――――

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

――――――――  ５年間の均等償却を行っておりま

す。なお、金額が僅少な場合は発生時

に全額償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

――――――――

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

   同 左



次へ 

会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は1,787百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 また、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

――――――――

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は25,708百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――― （連結貸借対照表関係）

１ 前連結会計年度まで区分掲記していた無形固定資産

の「ソフトウエア」（当連結会計年度91百万円）

は、当連結会計年度から無形固定資産の「その他」

に含めて表示しております。

２ 前連結会計年度まで区分掲記していた流動負債の

「預り金」（当連結会計年度28百万円）は、当連結

会計年度から負債純資産の総額の100分の５以下とな

ったため、流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

３ 前連結会計年度まで「連結調整勘定」として掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前連結会計年度まで区分掲記していた営業活動による

キャッシュ・フローの「その他の資産の増減額」（当連

結会計年度206百万円）と「その他の負債の増減額」

（当連結会計年度755百万円）は、当連結会計年度より

「その他」に含めて表示することに変更いたしました。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前連結会計年度まで「連結調整勘定の償却額」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん償却額」と表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

19,031百万円

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

20,190百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社の株式及び出資金

投資有価証券(株式) 816百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社の株式及び出資金

投資有価証券(株式) 347百万円

※３ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。

建物 3,724百万円

土地 1,408 〃

計 5,132百万円

※３ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。

建物 3,724百万円

土地 1,408 〃

計 5,133百万円

担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 
(１年以内返済予定の長期借入金)

360百万円

長期借入金 725 〃

計 1,085百万円

担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金
(１年以内返済予定の長期借入金)

360百万円

長期借入金 365 〃

計 725百万円

 

※４ 受取手形譲渡高

846百万円

 受取手形流動化に伴う留保部分の未収入金（流動

資産「その他」）は、169百万円であります。

 

※４ 受取手形譲渡高

241百万円

 受取手形流動化に伴う留保部分の未収入金（流動

資産「その他」）は、37百万円であります。

※５ 貸付有価証券及び預り担保金

 投資有価証券には、貸付有価証券3,246百万円が

含まれており、その担保として受け入れた2,445百

万円を預り金に含めて表示しております。

※５ 貸付有価証券及び預り担保金

 投資有価証券には、貸付有価証券1,908百万円が

含まれており、その担保として受け入れた1,522百

万円を短期借入金に含めて表示しております。

※６       ―――――――― ※６ 連結会計年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が連結会計年度末日残高

に含まれております。

受取手形 208百万円

支払手形 3,878 〃

設備支払手形 126 〃

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式50,571千株で

あります。

※７       ―――――――― 

 

※８ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は、普通株式1,471

千株であります。

※８       ―――――――― 

 

 ９ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメント契約の総額

3,000百万円

借入実行残高 1,000 〃

差引額 2,000百万円

 ９ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメント契約の総額

3,000百万円

借入実行残高 1,800 〃

差引額 1,200百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売運送費 1,089百万円

給料及び手当 1,134 〃

賞与引当金繰入額 21 〃

退職給付引当金繰入額 58 〃

貸倒引当金繰入額 49 〃

役員退職慰労引当金繰入額 24 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売運送費 1,606百万円

給料及び手当 1,227 〃

賞与引当金繰入額 24 〃

役員賞与引当金繰入額 47 〃

退職給付引当金繰入額 18 〃

役員退職慰労引当金繰入額 34 〃

 

※２ 固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 16百万円

機械装置及び運搬具 4 〃 

土地 432 〃

計 452百万円

 上記固定資産売却益の土地432百万円のうち、426

百万円は第68期連結会計年度に当社が連結子会社で

ある㈱エヌ・ティ・シー開発に売却した土地に係る

売却益を未実現利益として消去したものの一部が当

連結会計年度において実現したため計上いたしまし

た。

 

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 2百万円

土地 531 〃

計 533百万円

 上記固定資産売却益の土地531百万円のうち、500

百万円は第68期連結会計年度に当社が連結子会社で

ある㈱エヌ・ティ・シー開発に売却した土地に係る

売却益を未実現利益として消去したものの一部が当

連結会計年度において実現したため計上いたしまし

た。

※３ 固定資産廃却損の内訳

建物及び構築物 86百万円

機械装置及び運搬具 81 〃

有形固定資産「その他」 13 〃

ソフトウエア 14 〃

計 196百万円
 

※３ 固定資産廃却損の内訳

建物及び構築物 39百万円

機械装置及び運搬具 18 〃

有形固定資産「その他」 8 〃

計 66百万円

※４ 固定資産売却損の内訳

土地 0百万円

有形固定資産「その他」 0 〃

計 0百万円
 

※４ 固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 15百万円

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費

275百万円

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費

346百万円

※６ 法人税等調整額の中には、第68期連結会計年度に

未実現利益として消去した土地売却益の一部実現に

伴う法人税、住民税及び事業税調整額49百万円が含

まれております。

※６ 法人税等調整額の中には、第68期連結会計年度に

未実現利益として消去した土地売却益の一部実現に

伴う法人税、住民税及び事業税調整額58百万円が含

まれております。



前へ   次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※７ 減損損失

 当社グループは、事業用資産については事業所単

位で資産をグルーピングし、賃貸用資産については

個別単位で資産をグルーピングしております。 

 事業用資産グループでは、技術センターの継続的

な地価の下落により、当社グループは当連結会計年

度において、当該資産に係る資産グループの帳簿価

額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（191百万円）として特別損失に計上しておりま

す。 

 また、賃貸用資産グループでは、湘南工場及びＮ

ＴＣとなみビルの賃料水準の大幅な下落及び継続的

な地価の下落により、当社グループは当連結会計年

度において、収益性が著しく低下した当該資産の帳

簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損

損失（1,595百万円）として特別損失に計上してお

ります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

技術センター
(神奈川県横
須賀市) 

産業機械製
造設備

土地 191

事業用資産グループ計 191

湘南工場(神
奈川県高座郡
寒川町) 

賃貸用資産 土地 1,490

ＮＴＣとなみ
ビル(富山県
砺波市)

賃貸用資産
土地及び
建物

104

賃貸用資産グループ計 1,595

合計 1,787

※資産グループごとの減損損失の内訳 

・事業用資産グループ 

  191（内、土地191）百万円 

・賃貸用資産グループ 

 1,595（内、土地1,569、建物26）百万円 

 なお、当該資産グループの回収可能額は正味売却

価額により測定しており、土地及び建物については

固定資産税評価額及び路線価を合理的に調整した価

額により評価しております。

※７       ――――――――



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加37千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少140千株は、単元未満株式の売渡しによる減少０千株、持分法適用会社

が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分139千株であります。 
  
２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株）

 発行済株式

  普通株式 50,571 ― ― 50,571

    合計 50,571 ― ― 50,571

 自己株式

  普通株式 1,471 37 140 1,368

    合計 1,471 37 140 1,368

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 147 3 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 246 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,661百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△510 〃

現金及び現金同等物 5,151百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,051百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△7 〃

現金及び現金同等物 7,044百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容

   該当事項はありません。

 ２ 重要な非資金取引の内容

   同 左



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及 
び運搬具

169 87 80

有形固定資 
産「その他」

513 258 254

ソフトウエア 255 194 60

合計 938 540 396

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

当該未経過リース料期末残高及び有形固定資産

の期末残高の合計額に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及
び運搬具

189 105 83

有形固定資
産「その他」

530 230 300

無形固定資産
「その他」

194 145 49

合計 915 480 433

(注)同 左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 122百万円

１年超 274  〃

合計 396百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高の当該未経過リース料期末残高及

び有形固定資産の期末残高の合計額に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 137百万円

１年超 296  〃

合計 433百万円

 (注)同 左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 147  〃

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 156百万円

減価償却費相当額 156  〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同 左

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 43百万円

１年超 206  〃

合計 249百万円

 未経過リース料

１年内 44百万円

１年超 169  〃

合計 213百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

 
(注) その他有価証券で時価のない株式について４百万円、減損処理を行っております。 

なお、減損処理する基準は、時価のある有価証券については時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、ま

た、時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落し発行会社が債務超過の状態にある場合、または時価が取得

原価に比べ２年間にわたり30％以上下落した状態にある場合に減損処理を行っております。 

また、時価のない有価証券については、実質価額が取得原価に比べ50％以上下落し、適切な再建計画等の十分

な証拠によって回復可能性が裏付けられない場合に減損処理をすることとしております。 

  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

(1) 株式 1,573 4,473 2,899

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 1,573 4,473 2,899

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

(1) 株式 101 96 △5

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 101 96 △5

合計 1,675 4,569 2,894

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

5 0 0

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

 その他有価証券  
 非上場株式

54



前へ   次へ 

Ⅱ 当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

 
(注) その他有価証券で時価のない株式について１百万円、減損処理を行っております。 

なお、減損処理する基準は、時価のある有価証券については時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、ま

た、時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落し発行会社が債務超過の状態にある場合、または時価が取得

原価に比べ２年間にわたり30％以上下落した状態にある場合に減損処理を行っております。 

また、時価のない有価証券については、実質価額が取得原価に比べ50％以上下落し、適切な再建計画等の十分

な証拠によって回復可能性が裏付けられない場合に減損処理をすることとしております。 

  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

(1) 株式 1,553 3,943 2,390

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 1,553 3,943 2,390

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

(1) 株式 117 99 △18

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 117 99 △18

合計 1,671 4,042 2,371

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

22 18 ―

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

 その他有価証券  
 非上場株式

607



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引にはヘッジ

会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容

 当社グループは為替予約取引及び金利スワップ取引

を利用しております。

(1) 取引の内容

 当社グループは為替予約取引を利用しております。

(2) 取引に対する取組方針

 当社グループは通常の外貨建取引に係る輸出入の実

績等を踏まえ、必要な範囲内において、また、借入金

残高の範囲内でデリバティブ取引を利用しており、レ

バレッジの効く投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(2) 取引に対する取組方針

 当社グループは通常の外貨建取引に係る輸出入の実

績等を踏まえ、必要な範囲内においてデリバティブ取

引を利用しており、レバレッジの効く投機的な取引は

行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

 当社グループは通常の取引の範囲内で外貨建債権債

務に係る将来の為替レートの変動によるリスクを回避

する目的で個別に為替予約取引を行っております。

 将来の金利変動リスクを回避し、資金コストを低減

する目的で変動金利を固定金利に交換する金利スワッ

プ取引を行っております。

(3) 取引の利用目的

 当社グループは通常の取引の範囲内で外貨建債権債

務に係る将来の為替レートの変動によるリスクを回避

する目的で個別に為替予約取引を行っております。

(4) 取引に係るリスクの内容

 当社グループが利用している為替予約取引は、将来

の為替レートの変動により利得の機会を失うことを除

きリスクを有しておりません。変動金利を固定金利に

交換した金利スワップ取引は、将来の市場金利の変動

により利得の機会を失うことを除きリスクを有してお

りません。

 なお、当社グループのデリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相

手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識

しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

 当社グループが利用している為替予約取引は、将来

の為替レートの変動により利得の機会を失うことを除

きリスクを有しておりません。

 なお、当社グループのデリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相

手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識

しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

 デリバティブ取引についての基本方針は当社取締役

会で決定し、取引の実行及び管理は当社財務部で行っ

ております。取引限度額を定めた社内管理規定を設

け、取引結果は定期的に取締役会及び関連部署に報告

しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  同 左

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

(イ) 先物為替予約が付されていることにより、決済

時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債

務等で、連結貸借対照表に当該円貨額で表示してい

るものについては時価の開示の対象に含まれており

ません。

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

 先物為替予約が付されていることにより、決済時に

おける円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等

で、連結貸借対照表に当該円貨額で表示しているもの

については時価の開示の対象に含まれておりません。

(ロ) スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体

がデリバティブ取引に係る市場リスク及び信用リス

クを示すものではありません。



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設定しております。 

また、一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設定し

ているほか、確定拠出型の年金制度を設定しております。 

なお、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。 

また、当社は退職給付信託を設定しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

 
  

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
  

   

前連結会計年度
(平成18年３月31日)(百万円)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)(百万円)

イ 退職給付債務 △3,961 △4,135

ロ 年金資産 2,601 2,992

ハ 退職給付信託 1,777 1,896

ニ 未積立退職給付債務(イ＋ロ＋ハ) 416 752

ホ 未認識数理計算上の差異 △542 △306

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ニ＋ホ) △125 446

ト 前払年金費用 316 516

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △442 △70

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

(注)  連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

(注)  同 左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(百万円)

イ 勤務費用 200(注)１ 192(注)１

ロ 利息費用 103 96

ハ 期待運用収益 △79 △100

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 73 △87

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 298 100

ヘ その他 31(注)２ 34(注)２

計 329 134

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上してお

ります。

(注) １ 同 左

２ 「ヘ その他」は、確定拠出年金への掛金

支払額であります。

２ 同 左



前へ   次へ 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配

分方法

期間定額基準 同 左

ロ 割引率 2.5％ 2.0％

ハ 期待運用収益率 4.0％ 同 左

ニ 数理計算上の差異の処理

年数

13年(各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定率法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしています。)

同 左



前へ 

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
  

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

 繰越欠損金 763百万円 765百万円

 減損損失 741 〃 741 〃

 製品保証引当金繰入超過額 377 〃 589 〃

 退職給付引当金繰入超過額 631 〃 421 〃

 賞与引当金繰入超過額 329 〃 353 〃

 未払事業税 290 〃 177 〃

 減価償却超過額 76 〃 132 〃

不動産開発負担金 122 〃 122 〃

たな卸資産未実現利益 132 〃 122 〃

たな卸資産評価損 103 〃 108 〃

固定資産未実現利益 78 〃 77 〃

投資有価証券評価損 73 〃 73 〃

その他 171 〃 212 〃

繰延税金資産小計 3,892 〃 3,898 〃

評価性引当額 △1,726 〃 △1,830 〃

繰延税金資産合計 2,165 〃 2,068 〃

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,172 〃 △967 〃

 固定資産圧縮積立金 △521 〃 △494 〃

退職給付信託設定益 △446 〃 △459 〃

特別償却準備金 △1 〃 ― 〃

その他 △11 〃 △27 〃

繰延税金負債合計 △2,153 〃 △1,950 〃

繰延税金資産（負債）の純額 12 〃 117 〃

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

 流動資産－繰延税金資産 1,257百万円 1,409百万円

 固定資産－繰延税金資産 94 〃 92 〃

 流動負債－繰延税金負債 △23 〃 △10 〃

 固定負債－繰延税金負債 △1,315 〃 △1,373 〃

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.44 ％  法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略してお

ります。

（調整）

   交際費等永久に損金に算入されない項目 0.51 〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.27 〃

住民税均等割等 0.27 〃

評価性引当額 10.64 〃

在外子会社の税率差 △2.36 〃

その他 △0.47 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.76 〃



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、当社が現に採用している売上集計区分等によっております。 

２ 各事業の主な製品は、次のとおりであります。 

(1) 工作機械関連事業…トランスファーマシン、専用機、研削盤、マシニングセンタ 

(2) 産業機械関連事業…ワイヤソー、レーザ加工機 

(3) 不動産関連事業……不動産の賃貸・分譲 

(4) その他の事業………コンピュータシステムの開発・販売、商事他 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度が1,118百万円で

あり、当連結会計年度が1,166百万円であります。その主なものは、提出会社の管理部門・財務部門等、一

般管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度が14,355百万円であり、当連結

会計年度が16,342百万円であります。その主なものは、提出会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資

金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

工作機械 
関連事業 
(百万円)

産業機械 
関連事業 
(百万円)

不動産
関連事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

56,359 14,907 1,302 1,050 73,619 ─ 73,619

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 56,359 14,907 1,302 1,050 73,619 ─ 73,619

営業費用 46,424 13,382 1,404 1,016 62,228 1,118 63,347

営業利益又は 
営業損失（△）

9,934 1,524 △101 33 11,391 (1,118) 10,272

Ⅱ 資産、減価償却費、減
  損損失及び資本的支出
 資産 43,460 15,660 6,292 759 66,172 14,355 80,528
 減価償却費 1,073 224 111 7 1,417 45 1,462
 減損損失 ─ 191 1,595 ─ 1,787 ─ 1,787
 資本的支出 2,403 399 ─ 21 2,824 13 2,837

工作機械 
関連事業 
(百万円)

産業機械 
関連事業 
(百万円)

不動産
関連事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

61,857 18,165 1,670 900 82,593 ― 82,593

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 61,857 18,165 1,670 900 82,593 ― 82,593

営業費用 52,982 16,036 1,571 862 71,452 1,166 72,618

営業利益 8,875 2,129 99 37 11,141 (1,166) 9,975

Ⅱ 資産、減価償却費及び
  資本的支出
 資産 49,373 18,184 5,325 628 73,511 16,342 89,854
 減価償却費 1,116 249 106 12 1,485 45 1,530
 資本的支出 1,917 410 ― 23 2,351 55 2,407



５ 会計処理基準の変更 

     前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、

当連結会計年度より、役員退職慰労引当金については、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、

当連結会計年度において「役員退職慰労金内規」を改訂し、内規に基づく期末要支給額を計上することとし

ました。当期末引当残高106百万円のうち当期発生額24百万円は販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。この結果、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「消去又は全社」について営業利益は24

百万円少なく計上されております。 

  

     当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用して

おります。この結果、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「工作機械関連事業」は29百万

円、「その他の事業」は２百万円、「消去又は全社」は47百万円それぞれ営業利益が少なく計上されており

ます。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれ

も90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ：アメリカ、カナダ、メキシコ 

アジア：中国、韓国、インド 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、韓国、インド 

北米 ：アメリカ、カナダ、メキシコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 15,768 15,052 338 31,158

Ⅱ 連結売上高(百万円) 73,619

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

21.4 20.4 0.5 42.3

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 27,598 13,069 1,274 41,942

Ⅱ 連結売上高(百万円) 82,593

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

33.4 15.8 1.6 50.8



 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
 ３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 411円27銭 １株当たり純資産額 523円28銭

１株当たり当期純利益金額 76円24銭 １株当たり当期純利益金額 116円82銭

前連結会計年度末
平成18年３月31日

当連結会計年度末 
平成19年３月31日

純資産の部の合計額(百万円) ― 27,378

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― 1,631

 (うち少数持主持分(百万円)) ― (1,631)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ― 25,747

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数(千株)

― 49,203

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 3,789 5,740

普通株主に帰属しない金額(百万円) 50 ―

 (うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (50) ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,739 5,740

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,051 49,140



⑥ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 8,190 11,050 1.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 7,646 4,563 1.6 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

8,974 8,222 1.4
平成20年５月31日～
平成37年９月20日

その他の有利子負債 
 預り担保金(１年内返済)

2,445 ― ― ―

合計 27,257 23,835 ― ―

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 
(百万円)

5,712 992 911 600



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,743 5,767

 ２ 受取手形 ※2,4,8 1,565 1,141

 ３ 売掛金 ※２ 14,906 19,635

 ４ 材料 21 23

 ５ 仕掛品 18,290 20,921

 ６ 前渡金 679 833

 ７ 前払費用 44 49

 ８ 繰延税金資産 1,005 1,101

 ９ 短期貸付金 ※２ 1,010 534

 10 その他 ※４ 634 763

   貸倒引当金 △41 △31

    流動資産合計 42,857 58.1 50,741 61.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※３ 7,608 7,707

  (2) 構築物 367 463

  (3) 機械及び装置 1,742 1,743

  (4) 車両及び運搬具 13 16

  (5) 工具、器具及び備品 239 326

  (6) 土地 ※３ 12,323 12,498

  (7) 建設仮勘定 21 47

    有形固定資産合計 22,316 30.2 22,804 27.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 電話加入権 13 ―

  (2) ソフトウエア 108 66

  (3) その他 18 2

    無形固定資産合計 140 0.2 68 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※５ 3,826 4,488

  (2) 関係会社株式 ※５ 2,456 1,243

  (3) 関係会社出資金 1,467 1,526

  (4) 従業員長期貸付金 6 6

  (5) 長期前払費用 325 519

  (6) その他 422 1,010

    貸倒引当金 △21 △18

    投資その他の資産合計 8,485 11.5 8,777 10.6

    固定資産合計 30,941 41.9 31,650 38.4

    資産合計 73,799 100.0 82,391 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※８ 11,323 16,688

 ２ 買掛金 ※２ 5,006 8,485

 ３ 短期借入金 ※５ 7,628 11,012

 ４ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※３ 7,559 4,477

 ５ 未払金 892 951

 ６ 未払費用 831 841

 ７ 未払法人税等 3,812 2,043

 ８ 前受金 640 1,983

 ９ 預り金 ※2,5 4,544 612

 10 役員賞与引当金 ― 47

 11 製品保証引当金 916 1,454

 12 設備支払手形 ※８ 274 475

 13 その他 4 7

    流動負債合計 43,434 58.8 49,080 59.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※３ 8,673 7,996

 ２ 繰延税金負債 1,349 1,335

 ３ 退職給付引当金 381 ―

 ４ 役員退職慰労引当金 106 128

 ５ その他 36 32

    固定負債合計 10,547 14.3 9,492 11.5

    負債合計 53,982 73.1 58,572 71.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 6,014 8.2 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,966 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本準備金減少差益 5,000 ―

  (2) 自己株式処分差益 0 5,000 ― ―

    資本剰余金合計 6,966 9.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  (1) 土地圧縮積立金 10 ―

  (2) 配当準備金 500 ―

  (3) 特別償却準備金 15 ―

  (4) 固定資産圧縮積立金 743 ―

  (5) 別途積立金 1,000 2,269 ― ―

 ２ 当期未処分利益 3,159 ―

    利益剰余金合計 5,428 7.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※11 1,646 2.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※７ △239 △0.3 ― ―

    資本合計 19,817 26.9 ― ―

    負債資本合計 73,799 100.0 ― ―



  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 6,014 7.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,966

  (2) その他資本剰余金 ― 5,001

    資本剰余金合計 ― ― 6,967 8.4

 ３ 利益剰余金

      その他利益剰余金

    土地圧縮積立金 ― 10

    配当準備金 ― 500

    固定資産圧縮積立金 ― 729

    別途積立金 ― 3,500

    繰越利益剰余金 ― 5,009

    利益剰余金合計 ― ― 9,748 11.8

 ４ 自己株式 ― ― △280 △0.3

    株主資本合計 ― ― 22,449 27.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,330 1.6

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 38 0.1

    評価・換算差額等合計 ― ― 1,369 1.7

    純資産合計 ― ― 23,819 28.9

    負債純資産合計 ― ― 82,391 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品等売上高 65,376 73,107

 ２ 不動産賃貸収入 187 241

 ３ 販売用不動産売上高 780 66,345 100.0 982 74,330 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２

 １ 当期製品製造原価 51,701 59,778

 ２ 当期商品売上原価 402 218

 ３ 不動産賃貸原価 177 159

 ４ 販売用不動産売上原価 772 53,053 80.0 922 61,079 82.2

   売上総利益 13,291 20.0 13,251 17.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,3 4,352 6.6 5,243 7.1

   営業利益 8,939 13.4 8,007 10.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※２ 40 24

 ２ 受取配当金 ※２ 87 255

 ３ 受取賃貸料 ※２ 487 472

 ４ その他 54 671 1.0 32 785 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※２ 428 339

 ２ 貸与資産費用 ※２ 445 437

 ３ 不動産開発に伴う負担金 303 ―

 ４ その他 306 1,484 2.2 183 959 1.3

   経常利益 8,125 12.2 7,833 10.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 9 30

 ２ 投資有価証券売却益 ― 18

 ３ 企業立地助成金 118 10

 ４ 貸倒引当金戻入額 ― 8

 ５ その他 0 127 0.2 ― 67 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 関係会社株式等評価損 244 101

 ２ 固定資産廃却損 ※５ 195 51

 ３ 電話加入権評価損 ― 13

 ４ 固定資産売却損 ※６ 5 0

 ５ 減損損失 ※７ 1,833 ―

 ６ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

82 ―

 ７ 役員退職慰労金 4 ―

 ８ その他 29 2,396 3.6 1 167 0.2

   税引前当期純利益 5,856 8.8 7,733 10.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,852 3,156

   法人税等調整額 △521 3,331 5.0 77 3,234 4.3

   当期純利益 2,525 3.8 4,498 6.1

   前期繰越利益 634 ―

   当期未処分利益 3,159 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) ※１ 内訳は、次のとおりであります。 

 
※２ 内訳は、次のとおりであります。 

 
(原価計算の方法) 

 当社の原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算を採用しております。ただし、加工費については、

予定額をもって計算し、原価差額は総製造費用の１％を超える場合に期末調整しております。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 24,208 42.9 27,981 44.3

Ⅱ 労務費 3,818 6.8 3,892 6.2

Ⅲ 経費 28,338 50.3 31,304 49.5

   (うち外注加工費) (24,574) (43.6)   (27,391)  （43.4)

   (うち減価償却費) (617) (1.1) (650) (1.0)

   当期総製造費用 56,364 100.0 63,178 100.0

   他勘定より振替高 ※１ 91 43

   期首仕掛品たな卸高 13,962 18,290

     合計 70,418 81,511

   他勘定へ振替高 ※２ 426 811

   期末仕掛品たな卸高 18,290 20,921

   当期製品製造原価 51,701 59,778

項目 前事業年度 当事業年度

機械及び装置 91 百万円 43 百万円

工具、器具及び備品 ―  〃 0   〃

計 91 百万円 43 百万円

項目 前事業年度 当事業年度

研究開発費 252 百万円 290 百万円

広告宣伝費 54  〃 246   〃

機械及び装置 77  〃 144   〃

ソフトウエア 40  〃 ―   〃

その他 1  〃 129   〃

計 426 百万円 811 百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金の取崩・積立は、租税特別措置法の規定に基づくものであり

ます。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 3,159

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 特別償却準備金取崩額 12

 ２ 固定資産圧縮積立金取崩額 34 47

合計 3,207

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 147

 ２ 役員賞与金 31

   （うち監査役賞与金） (3)

 ３ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 58

  (2) 別途積立金 2,500 2,737

Ⅳ 次期繰越利益 469

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金 5,000

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越額 5,000



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,014 1,966 5,000 6,966

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩（注）

 特別償却準備金の取崩

 固定資産圧縮積立金の積立(注)

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)

 固定資産圧縮積立金の取崩

 別途積立金の積立（注）

 剰余金の配当（注）

 役員賞与（注）

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 6,014 1,966 5,001 6,967

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計土地圧縮 

積立金
配当準備金

特別償却 

準備金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 10 500 15 743 1,000 3,159 5,428 △239 18,171

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩（注） △12 12 ― ―

 特別償却準備金の取崩 △2 2 ― ―

 固定資産圧縮積立金の積立(注) 58 △58 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) △34 34 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 △38 38 ― ―

 別途積立金の積立（注） 2,500 △2,500 ― ―

 剰余金の配当（注） △147 △147 △147

 役員賞与（注） △31 △31 △31

 当期純利益 4,498 4,498 4,498

 自己株式の取得 △41 △41

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △15 △14 2,500 1,849 4,319 △41 4,278

平成19年３月31日残高(百万円) 10 500 ― 729 3,500 5,009 9,748 △280 22,449



  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,646 ― 1,646 19,817

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩（注） ―

 特別償却準備金の取崩 ―

 固定資産圧縮積立金の積立(注) ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立（注） ―

 剰余金の配当（注） △147

 役員賞与（注） △31

 当期純利益 4,498

 自己株式の取得 △41

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△316 38 △277 △277

事業年度中の変動額合計(百万円) △316 38 △277 4,001

平成19年３月31日残高(百万円) 1,330 38 1,369 23,819



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  …移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同 左

(2) その他有価証券 

 ①時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しており

ます。)

(2) その他有価証券

 ①時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してお

ります。)

 ②時価のないもの

…移動平均法による原価法

 ②時価のないもの

同 左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

(1) デリバティブ 

  …時価法

(1) デリバティブ

同 左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 材料

…移動平均法による原価法

(1) 材料

同 左

(2) 仕掛品 

  …個別法による原価法

(2) 仕掛品

同 左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法（ただし、不動産賃貸事業

に係る建物及び構築物並びに平成10

年４月１日以降取得した建物(附属

設備を除く)については、定額法）

を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

 建物及び構築物      ２年～60年

 機械装置及び車両運搬具２年～17年

(1) 有形固定資産

同 左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

  また、販売目的のものは見込販売

数量に基づく償却額と残存有効期間

に基づく均等配分額とを比較し、い

ずれか大きい金額を計上しておりま

す。なお、当事業年度における残存

有効期間は３年としております。

(2) 無形固定資産

     同 左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金 

    同 左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――― (2) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充てるため、支

給見込額基準により計上しておりま

す。 

（会計方針の変更）   

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益が47百万円減少しておりま

す。

(2）製品保証引当金 

 製品納入後に発生する保証費用の

支出に備えるため、過去の実績に基

づく見込額を計上しております。

(3）製品保証引当金 

   同 左

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。    

 過去勤務債務は、その発生時に全

額費用処理しております。   

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(13年)に

よる定率法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

(4) 退職給付引当金 

   同 左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。  

（会計方針の変更）  

 役員退職慰労引当金については、

従来、支出時の費用として処理して

おりましたが、当事業年度において

「役員退職慰労金内規」を改訂し、

内規に基づく期末要支給額を計上す

ることとしました。当期末引当残高

106百万円のうち当期発生額24百万

円は販売費及び一般管理費に計上

し、過年度分82百万円は特別損失に

計上しております。これにより営業

利益及び経常利益は24百万円、税引

前当期純利益は106百万円それぞれ

減少しております。 

 なお、当該会計処理の変更が当下

半期に行われたのは、「役員退職慰

労金内規」の整備改訂を進めてきた

結果、平成18年３月24日開催の取締

役会で合意が得られたことによりま

す。 

 従って、当中間会計期間は従来の

方法によっており、変更後の方法に

よった場合に比べ、当中間会計期間

の営業利益及び経常利益は11百万

円、税引前中間純利益は93百万円多

く計上されております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

    同 左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については

振当処理に、特例処理の要件を満た

している金利スワップについては特

例処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については

振当処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

 ａ ヘッジ手段…為替予約 

  ヘッジ対象…外貨建売上債権 

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金

  ヘッジ手段…為替予約 

 ヘッジ対象…外貨建予定取引



 
  

会計方針の変更 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

(3) ヘッジ方針 

 財務活動に係る為替リスク及び金

利リスクをヘッジする目的に限定

し、デリバティブ取引を行っており

ます。なお、デリバティブ取引の相

手先は、格付けの高い金融機関に限

定しております。

(3) ヘッジ方針 

 財務活動に係る為替リスクをヘッ

ジする目的に限定し、デリバティブ

取引を行っております。なお、デリ

バティブ取引の相手先は、格付けの

高い金融機関に限定しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省

略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手

段の相場変動を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しております。

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

同 左

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前当期純利益は1,833百

万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。

――――――――

―――――――― 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、23,780

百万円であります。  

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

16,878百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

17,854百万円

※２ 関係会社に対する債権・債務

 区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

受取手形 16百万円

売掛金 726  〃

短期貸付金 1,009 〃

買掛金 1,252 〃

預り金 2,081 〃

 

※２ 関係会社に対する債権・債務

 区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

買掛金 3,584百万円

※３ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 3,724百万円

土地 1,408 〃

計 5,132百万円

※３ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 3,724百万円

土地 1,408 〃

計 5,133百万円

 担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の長期借入金 360百万円

長期借入金 725 〃

計 1,085百万円

 担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の長期借入金 360百万円

長期借入金 365 〃

計 725百万円

※４ 受取手形譲渡高

846百万円

  受取手形流動化に伴う留保部分の未収入金（流動

資産「その他」）は、169百万円であります。 

※４ 受取手形譲渡高

241百万円

  受取手形流動化に伴う留保部分の未収入金（流動

資産「その他」）は、37百万円であります。 

※５ 貸付有価証券及び預り担保金

 投資有価証券及び関係会社株式には、貸付有価証

券3,246百万円が含まれており、その担保として受

け入れた2,445百万円を預り金に含めて表示してお

ります。

※５ 貸付有価証券及び預り担保金

 投資有価証券には、貸付有価証券1,908百万円が

含まれており、その担保として受け入れた1,522百

万円を短期借入金に含めて表示しております。

※６ 株式の状況

 授権株式数・・普通株式 100,000千株 ただ

し、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合

には、これに相当する株式数を減ずることになって

おります。

 発行済株式総数  普通株式50,571千株

※６      ―――――――― 

 

 

※７  自己株式

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,331

千株であります。

※７      ――――――――  

 



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※８       ―――――――― 

 

   

 

※８ 事業年度末日の満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が事業年度末日残高に含まれ

ております。

受取手形 199百万円

支払手形 3,412  〃   

設備支払手形        126 〃  

 ９ 当社においては、連結子会社の円滑な資金調達に

資するために、一部連結子会社に対して資金の短期

の貸付を行っております。当該貸付契約において貸

付極度額を設定しております。それに係る貸付未実

行残高等は次のとおりであります。

貸付極度額の総額 4,008百万円

貸付実行残高 1,009 〃

差引額 2,999百万円

 ９ 当社においては、連結子会社の円滑な資金調達に

資するために、一部連結子会社に対して資金の短期

の貸付を行っております。当該貸付契約において貸

付極度額を設定しております。それに係る貸付未実

行残高等は次のとおりであります。

貸付極度額の総額 2,230百万円

貸付実行残高 533 〃

差引額 1,696百万円

 10 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 1,000 〃

差引額 2,000百万円

 10 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 1,800 〃

差引額 1,200百万円

※11 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額

1,646百万円

※11      ――――――――

 

  



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売手数料        362百万円

販売運送費 1,076 〃

広告宣伝費   104 〃  

役員報酬  117 〃

給料及び手当 738 〃  

退職給付引当金繰入額 56 〃  

役員退職慰労引当金繰入額 24 〃  

福利厚生費 121 〃  

交際費 87 〃  

旅費交通費 250 〃  

減価償却費 63 〃  

賃借料 183 〃  

事務機賃借料   20 〃  

電算業務手数料 33 〃  

支払手数料 365 〃  

研究開発費 252 〃  

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売手数料        397百万円

販売運送費 1,582 〃  

広告宣伝費 325 〃  

役員賞与引当金繰入額 47 〃   

役員退職慰労引当金繰入額 25 〃  

給料及び手当 815 〃   

退職給付引当金繰入額 17 〃   

旅費交通費 296 〃   

減価償却費 69 〃   

支払手数料 351 〃   

研究開発費 290 〃   

   販売費に属する費用のおおよその割合   72％

   一般管理費に属する費用のおおよその割合 28％

 

※２ 関係会社に対する事項

  営業費用

   売上原価、販売費及び一般管理費には、関係会社

より外注加工費等の仕入高が13,478百万円含まれて

おります。

  営業外収益

受取利息 35百万円

受取賃貸料 479 〃

  営業外費用

支払利息 12 〃

貸与資産費用 438 〃

 

 

※２ 関係会社に対する事項

  営業費用

仕入高 14,383百万円

  営業外収益

受取利息 15 〃

受取配当金 223 〃

受取賃貸料 466 〃

  営業外費用

支払利息 8 〃

貸与資産費用 433 〃

※３ 研究開発費の総額

   一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費

252百万円

※３ 研究開発費の総額

   一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費

290百万円

※４ 固定資産売却益の内訳

建物 0百万円

機械及び装置 4  〃 

土地 5 〃

計 9百万円

※４ 固定資産売却益の内訳

工具、器具及び備品 0百万円

土地 29  〃  

ソフトウエア 0 〃

計 30百万円

※５ 固定資産廃却損の内訳

建物 64百万円

構築物 22 〃

機械及び装置 81 〃

工具、器具及び備品 13 〃

ソフトウエア 14 〃

計 195百万円

※５ 固定資産廃却損の内訳

建物 21百万円

構築物 11 〃

機械及び装置 10 〃

車両及び運搬具 0 〃

工具、器具及び備品 7 〃

計 51百万円

※６ 固定資産売却損の内訳

機械及び装置 5百万円

※６ 固定資産売却損の内訳

車両及び運搬具 0百万円



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※７ 減損損失 

 当社は、事業用資産については事業所単位で資産

をグルーピングし、賃貸用資産については個別単位

で資産をグルーピングしております。 

 事業用資産グループでは、技術センターの継続的

な地価の下落により、当社は当事業年度において、

当該資産に係る資産グループの帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損損失（191百万

円）として特別損失に計上しております。 

 また、賃貸用資産グループでは、湘南工場及びＮ

ＴＣとなみビルの賃料水準の大幅な下落及び継続的

な地価の下落により、当社は当事業年度において、

収益性が著しく低下した当該資産の帳簿価額を回収

可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,642

百万円）として特別損失に計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

技術センター
(神奈川県横
須賀市) 

産業機械製
造設備

土地 191

事業用資産グループ計 191

湘南工場(神
奈川県高座郡
寒川町) 

賃貸用資産 土地 1,537

ＮＴＣとなみ
ビル(富山県
砺波市)

賃貸用資産
土地及び建
物

104

賃貸用資産グループ計 1,642

合計 1,833

  ※資産グループごとの減損損失の内訳 

・事業用資産グループ 

  191（内、土地191）百万円 

・賃貸用資産グループ 

 1,642（内、土地1,615、建物26）百万円 

 なお、当該資産グループの回収可能額は正味売却

価額により測定しており、土地及び建物については

固定資産税評価額及び路線価を合理的に調整した価

額により評価しております。

※７       ――――――――



次へ 

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加37千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

(リース取引関係) 

  

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当事業年度
  増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末 
  株式数（千株）

 自己株式

  普通株式 1,331 37 0 1,368

合計 1,331 37 0 1,368

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両及び運搬
具

89 38 51

工具、器具及
び備品

459 230 229

ソフトウエア 255 194 60

合計 804 463 341

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

当該未経過リース料期末残高及び有形固定資産

の期末残高の合計額に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両及び運搬
具

101 46 54

工具、器具及
び備品

494 215 279

ソフトウエア 184 141 43

合計 780 402 377

(注)同 左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 102百万円

１年超 238  〃

合計 341百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 

ス料期末残高の当該未経過リース料期末残高及

び有形固定資産の期末残高の合計額に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 119百万円

１年超 258  〃

合計 377百万円

 (注)同 左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 120百万円

減価償却費相当額 120  〃

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 134百万円

減価償却費相当額 134  〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同 左

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 43百万円

１年超 206  〃

合計 249百万円

 未経過リース料

１年内 44百万円

１年超 169  〃

合計 213百万円



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
  

区分

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

①子会社株式 ― ― ― ― ― ―

②関連会社株式 622 1,308 685 622 821 198

合計 622 1,308 685 622 821 198

前事業年度 

(平成18年３月31日)

当事業年度 

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

関係会社株式等評価損 920百万円 961百万円

減損損失 741 〃 741 〃

製品保証引当金繰入超過額 370 〃 588 〃

退職給付引当金繰入超過額 606 〃 396 〃

賞与引当金繰入超過額 206 〃 226 〃

未払事業税 272 〃 149 〃

不動産開発負担金 122 〃 122 〃

たな卸資産評価損 94 〃 108 〃

減価償却超過額 57 〃 106 〃

投資有価証券評価損 73 〃 73 〃

その他 144 〃 171 〃

繰延税金資産小計 3,609 〃 3,645 〃

評価性引当額 △1,883 〃 △2,006 〃

繰延税金資産合計 1,726 〃 1,638 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,120 〃 △910 〃

固定資産圧縮積立金 △521 〃 △494 〃

退職給付信託設定益 △427 〃 △439 〃

繰延ヘッジ利益 ― 〃 △26 〃

特別償却準備金 △1 〃 ― 〃

繰延税金負債合計 △2,070 〃 △1,871 〃

繰延税金資産（負債）の純額 △344 〃 △233 〃

前事業年度 

(平成18年３月31日)

当事業年度 

(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.44 ％  法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略してお

ります。

（調整）

   交際費等永久に損金に算入されない項目 0.63 〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.35 〃

住民税均等割等 0.30 〃

評価性引当額 16.22 〃

その他 △0.36 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.88 〃



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
 ３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 402円47銭 １株当たり純資産額 484円10銭

 
１株当たり当期純利益金額 50円63銭

 
１株当たり当期純利益金額 91円40銭

前事業年度末
平成18年３月31日

当事業年度末 
平成19年３月31日

純資産の部の合計額(百万円) ―   23,819 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ―   23,819  

普通株式の発行済株式数(千株) ―   50,571  

普通株式の自己株式数(千株) ―   1,368  

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数(千株)

―   49,203 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 2,525  4,498 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 31  ―  

 (うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (31) ―  

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,494  4,498  

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,262  49,221 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 3,720,331 1,510

東洋紡績㈱ 1,771,497 621

ADCOLE CORPORATION 148,000 553

丸紅㈱ 601,304 430

東芝機械㈱ 319,175 385

豊田通商㈱ 60,637 182

日本精工㈱ 140,000 157

津田駒工業㈱ 342,000 108

住友信託銀行㈱ 85,875 105

川田工業㈱ 450,000 97

その他(18銘柄) 1,281,859 335

小計 8,920,678 4,488

計 8,920,678 4,488



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産の金額は資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

２ 長期前払費用は法人税法上の繰延資産及び年金掛金拠出前払費用等であり、法人税法上の繰延資産は同法の

規定に基づく償却方法を採用しております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額

又は 
償却累計額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 14,423 614 32 15,005 7,297 508 7,707

 構築物 1,391 154 2 1,543 1,079 57 463

 機械及び装置 9,838 537 80 10,295 8,551 481 1,743

 車両及び運搬具 99 8 13 94 78 4 16

 工具、器具及び備品 1,096 190 112 1,174 847 94 326

 土地 12,323 278 104 12,498 ─ ─ 12,498

 建設仮勘定 21 47 21 47 ─ ─ 47

有形固定資産計 39,194 1,830 366 40,658 17,854 1,146 22,804

無形固定資産

 ソフトウエア ― ― ― 180 113 55 66

 その他 ― ― ― 40 37 8 2

無形固定資産計 ― ― ― 220 151 64 68

長期前払費用 337 490 291 536 16 8 519

繰延資産

―― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金（注） 62 49 5 57 49

役員賞与引当金 ― 47 ― ― 47

製品保証引当金 916 1,454 916 ― 1,454

役員退職慰労引当金 106 25 3 ― 128



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

  

 
  

決済期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 3

預金

当座預金 3,644

普通預金 588

通知預金 1,520

定期預金 7

別段預金 0

 郵便振替貯金 3

計 5,764

合計 5,767

相手先 金額(百万円)

㈱ナカキン 100

㈱音戸工作所 86

㈱戸田機工商会 71

東京リース㈱ 66

東芝産業機器システム㈱ 52

その他 764

合計 1,141

期日
平成19年 
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月以降 合計

金額 
(百万円)

199 137 211 91 279 115 14 92 1,141



③ 売掛金 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

④ たな卸資産 

材料 
  

 
  

仕掛品 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

豊田通商㈱ 3,179

スズキ㈱ 1,875

岡谷鋼機㈱ 1,753

三益半導体工業㈱ 1,695

GENERAL MOTORS DE MEXICO 1,014

その他 10,117

合計 19,635

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)+(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

14,906 76,871 72,142 19,635 78.6 82.0

品名 金額(百万円)

鋳造品 1

鋼材 11

その他 10

合計 23

品名 金額(百万円)

トランスファーマシン、専用機 10,511

研削盤 1,665

マシニングセンタ 3,920

レーザ加工機、ワイヤソー 4,824

合計 20,921



⑤ 支払手形 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

⑥ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

津田駒工業㈱ 798

ＮＳＫ販売㈱ 556

㈱ジェイピーシー 475

㈱桜井工業 410

㈱ナチ北陸 327

その他 14,120

合計 16,688

期日 金額(百万円)

平成19年３月満期 3,412

    ４月 〃 4,037

    ５月 〃 2,856

    ６月 〃 2,822

    ７月 〃 2,726

    ８月 〃 831

    ９月 〃 0

合計 16,688

相手先 金額(百万円)

トヤマ機工㈱ 1,587

㈱ディエスケイ 854

㈱ロゼフテクノロジー 408

大洋エンジニアリング㈱ 347

NTC AMERICA CORPORATION  317

その他 4,969

計 8,485



⑦ 短期借入金  

  

 
  

⑧ 長期借入金 

  

 
(注) 金額欄の(  )内は内書で、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内の返済予定額であり、貸借対照表では流

動負債に計上しております。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 2,270

㈱北陸銀行 2,070

住友信託銀行㈱ 1,800

㈱三井住友銀行 1,713

農林中央金庫 1,000

その他 2,158

計 11,012

借入先 金額(百万円)

㈱北陸銀行 3,159 ( 1,133)

㈱みずほコーポレート銀行 2,593 ( 1,053)

㈱三井住友銀行 1,650 (    50)

住友信託銀行㈱ 1,239 (   695)

㈱横浜銀行 1,025 (    25)

その他 2,805 ( 1,520)

計 12,473 ( 4,477)



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき 200円

株券喪失登録に伴う手数
料

１ 喪失登録   １件につき 10,000円
２ 喪失登録株券 １枚につき   500円

単元未満株式の買取り・
売渡し

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書    事業年度   自 平成17年４月１日   平成18年６月29日 

  及びその添付書類   (第82期)   至 平成18年３月31日   関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書                                平成18年12月20日 

                                           関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

であります。 

  

(3) 半期報告書           (第83期中)     自 平成18年４月１日   平成18年12月22日 

                    至 平成18年９月30日   関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年６月29日

株式会社日平トヤマ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日平トヤマの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社日平トヤマ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

また、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（ハ）⑤に記載されているとおり、会社は役員

の退職慰労金を支出時の費用として処理する方法から、内規に基づく期末要支給額を引当計上する方法に変

更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

永昌監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  桑  俊  介  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  三 千 雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成19年６月28日

株式会社日平トヤマ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日平トヤマの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社日平トヤマ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

永昌監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  桑  俊  介  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  三 千 雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年６月29日

株式会社日平トヤマ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日平トヤマの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日平トヤマの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

また、重要な会計方針５（４）に記載されているとおり、会社は役員の退職慰労金を支出時の費用として

処理する方法から、内規に基づく期末要支給額を引当計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

永昌監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  桑  俊  介  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  三 千 雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成19年６月28日

株式会社日平トヤマ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日平トヤマの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日平トヤマの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

永昌監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  桑  俊  介  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  三 千 雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
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